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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

回次 第17期 第18期 第19期 第20期 第21期

決算年月 平成16年８月 平成17年８月 平成18年８月 平成19年８月 平成20年８月

売上高 (千円) 436,467 564,505 930,845 1,074,106 1,170,583

経常利益又は経常損

失（△）
(千円) 79,120 103,386 141,073 89,790 △65,206

当期純利益 (千円) 45,587 72,002 84,769 72,231 7,452

持分法を適用した場

合の投資利益
(千円) － － － － －

資本金 (千円) 10,000 71,500 71,500 507,150 507,400

発行済株式総数 (株) 200 7,230 7,230 9,248 18,506

純資産額 (千円) 91,466 286,468 371,238 1,314,769 1,328,596

総資産額 (千円) 577,424 914,704 1,862,846 2,391,672 4,317,436

１株当たり純資産額 (円) 457,333.38 39,622.25 51,346.91 142,167.99 71,475.29

１株当たり配当額

（うち１株当たり中

間配当額）

(円)
－

(－)

－

(－)

－

(－)

－

(－)

－

(－)

１株当たり当期純利

益
(円) 227,938.11 10,717.80 11,724.66 8,394.12 402.88

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益
(円) － － － 7,962.01 383.18

自己資本比率 (％) 15.8 31.3 19.9 55.0 30.7

自己資本利益率 (％) 66.4 38.1 25.8 8.6 0.6

株価収益率 (倍) － － － 55.75 766.98

配当性向 (％) － － － － －

営業活動による

キャッシュ・フロー
(千円) － 109,751 55,962 377,881 △239,781

投資活動による

キャッシュ・フロー
(千円) － △80,610 △883,129 △429,522 △1,508,288

財務活動による

キャッシュ・フロー
(千円) － 208,138 797,098 414,496 1,487,194

現金及び現金同等物

の期末残高
(千円) － 264,158 234,090 596,946 342,471

従業員数

（外、平均臨時雇用

者数）

(人)
27

(5)

30

(9)

48

(12)

56

(15)

95

(16)

　（注）１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

２．売上高には消費税等が含まれていません。

３．第17期は潜在株式が存在しないため、潜在株式調整後１株当たり当期純利益の記載は行っておりません。

４．第18期及び第19期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、期中平均株価の算定が困難なため、

記載を省略しております。

５．第18期から第20期の財務諸表については、旧証券取引法第193条の２の規定に基づき、第21期の財務諸表につ

いては、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、三優監査法人の監査を受けておりますが、第17
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期の財務諸表については、当該監査を受けておりません。

６．第17期から第19期までの株価収益率については、当社株式が非上場であり、期中平均株価の把握が困難なた

め記載しておりません。

７．当社は平成16年10月18日付で普通株式１株につき30株、平成19年12月１日付で普通株式１株につき２株の株

式分割を行っております。

２【沿革】

年月 沿革

昭和40年４月 鹿児島県出水市において鉄工所を前田務（元社長、元相談役）が個人で創業

昭和63年10月 個人経営の鉄工所をマルマヱ工業有限会社（現当社）に改組（出資金2,000千円）

平成９年９月 Ｒ＆Ｄ（切削加工の研究開発）事業部を設置

平成13年４月 株式会社マルマエに商号及び組織変更

平成15年12月 鹿児島県出水郡高尾野町（現出水市）に本店移転、本社新工場竣工、大型５面加工機導入

平成16年４月 工場増設、高回転型門型加工機導入

平成16年12月 日本証券業協会によるグリーンシート銘柄に指定

平成17年12月 本社第２工場竣工

平成18年２月 鹿児島県出水市に新工場（知識工場）を取得

平成18年12月 東京証券取引所マザーズに株式を上場

平成19年２月 熊本事業所（熊本県菊池郡大津町）が稼動を開始

平成20年３月　　 本社第４工場竣工

平成20年４月　 関東事業所（埼玉県朝霞市）が稼動を開始　

平成20年５月　　 熊本事業所組立工場竣工
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３【事業の内容】

（１）事業の内容

（事業の内容）

　当社の事業の内容は、液晶・太陽電池・半導体等の製造装置に使用される真空チャンバーや電極などの重要部

品の製造を行う精密切削加工事業であります。また、当事業年度から、太陽電池製造装置等の装置を組み立てる装

置組立事業を開始いたしております。

　当社は、昭和40年の創業以来、タンク製造及び配管等の溶接事業を主な事業としておりましたが、平成９年９月、

当社代表取締役社長である前田俊一が経営していたオートバイのレース用部品製造を主たる事業とする個人企

業“Ｔ’s Ｍ’sＲ＆Ｄ”の事業を当社が引継ぎ、Ｒ＆Ｄ事業部を設置いたしました。当社ではＲ＆Ｄ事業部の設置を

起点として精密加工部品を製造する切削加工事業へ転換いたしました。

　当社では、その後、オートバイのレース用部品、発電所用蒸気タービン部品、防衛庁向け部品、医療装置部品、産業

用ロボット部品、半導体製造装置関連部品、液晶製造装置関連部品及び太陽電池製造装置関連部品へ展開してま

いりました。現在は、主に薄膜系太陽電池製造装置と液晶製造装置に使用される、チャンバー及び電極の製造が主

力となっております。近年、これらの製品は、使用されるガラス基板と共に急激に大型化がすすんでおり、部品の

大型化に対応できるメーカーが限られている状況です。

　当社は、これらの部品を製造できる大型マシニングセンタ（※１）等の大型工作機械に集中投資しながら製

造能力の拡大を図っております。また、当事業年度から、第８世代から第10世代（※２）ガラス基板使用の大型薄

膜系太陽電池製造装置及び液晶製造装置に対応した組立工場を設置し、装置組立事業を開始しております。

（製品分野）

Ⅰ．切削加工事業

①液晶製造装置関連部品

用途：液晶パネル製造装置及び検査装置を構成する部品です。

特徴：チャンバーと呼ばれる耐真空容器や電極と呼ばれるチャンバー内蔵物を製造しております。これらの

部品は部品サイズが大きく（第８世代のチャンバーでは大きさは、約3.3ｍ角×高さ約１ｍでありま

す。）、形状が複雑で非常に歪み易く、かつ厳しい平面度が要求されるアルミ製部品です。

②太陽電池製造装置関連部品

用途：薄膜系太陽電池パネルの製造装置を構成する部品です。

特徴：薄膜系太陽電池パネル製造工程の中でもＣＶＤ工程（薄いシリコン皮膜を基板上に生成する工程）

に使われる部品であり、複雑な形状をしております。当該部品製造には、電子ビーム溶接や切削加工及

び表面処理の工程など複数の工程が必要であり、幅広い加エノウハウが必要とされるアルミ製部品で

す。

③半導体製造装置関連部品

用途：半導体製造装置及び検査装置を構成する部品です。

特徴：半導体関連製造装置部品は、製造装置及び検査装置を構成する部品の中でも形状が複雑で非常に歪み

易い部品、微細な傷さえも許容されない高品位な部品、高い平面度が要求されるアルミ他多種金属部

品です。

④その他の分野

用途：発電所用タービンブレード、オートバイのレース用部品、光学分野（カメラ・顕微鏡）・医療装置な

どの産業用装置部品、水質浄化装置部品などを製造しております。

特徴：各分野の最終製品を構成する部品の中でも、複雑な形状や高い平面度が必要であるなど歪みの少なさ

が要求される部品、あるいは溶接や表面処理を含む多工程が必要な部品などで、アルミ他各種金属製

の部品です。

Ⅱ．装置組立事業

用途：液晶パネル及び太陽電池パネルの製造装置の組立てを行う事業です。

特徴：液晶パネル及び太陽電池パネルの製造装置は近年大型化しており、装置組立てにおいても相応のク

リーンルームが必要とされております。当社熊本事業所は、床面積４７８平方メートルで天井高さ８

メートル、クリーン度クラス１万のクリーンルームを有しております。
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（安定的生産の取り組み）

　液晶製造装置用及び太陽電池製造装置用の消耗部品の受注にも注力しており、当該業界の設備投資動向に左右

されにくい生産体制の構築に取り組んでおります。

（生産拠点及び製造設備）

　当社は、鹿児島県出水市に２ヶ所と熊本県菊池郡大津町に１カ所及び埼玉県朝霞市に１カ所の生産拠点があり、

平成20年８月31日現在マシニングセンタ33台、ＮＣ旋盤（※３）８台及びその他９台の合計50台の切削機械装置

を保有しております。

（製造技術・ノウハウ）

　当社は、現在までの多分野の部品製造によって蓄積された切削手順に関するノウハウ並びにＣＡＤ／ＣＡＭ

（※４）にデータとして蓄積された使用工具種類、切削回転数及び切削速度等に関する切削条件ノウハウを使用

することにより、マシニングセンタ及びＮＣ旋盤等の切削機械装置で効率的な各種部品製造を行っております。

　また、当社では、ＣＡＤ／ＣＡＭの活用によりプログラミング時間を短縮するとともに、最高毎分20,000回転とい

う高速・高精度マシニングセンタ群を駆使することにより、高速切削と高能率加工が可能であります。

（生産面の特徴）

　当社が特に得意とする分野は、歪みがあってはならない部品、複雑な形状をした部品、高い精度を要求される大

型部品、技術的に難易度の高い部品などであります。

　当社ではアジア諸国など海外での部品調達に優位性があると思われる量産品や難易度の低い部品の製造は行っ

ておりません。高度な技術力を必要としたり、海外調達では納期対応が出来ない部品であったりする精密加工部

品のみを製造しております。

　現在、当社が製造する主な液晶製造装置関連部品は、液晶製造装置に組み込まれ、製造装置メーカーを通じて第

７世代及び第８世代といわれる大型ガラス基板を使った液晶製造工場に納品され、また、太陽電池製造装置関連

部品及び半導体製造装置関連部品も同様に製造装置メーカーを通じて、半導体製造工場及び太陽電池製造工場に

納品されております。

※１　マシニングセンタ………自動工具交換機能を持ち、回転する工具によって工作物を切削する工作機械。

※２　第７世代　　　　………約1,800mm×2,200mmのサイズのガラス基板。

第８世代　　　　………約2,200mm×2,500mmのサイズのガラス基板。

第９世代　　　　………約2,400mm×2,800mmのサイズのガラス基板。

第10世代　　　　………約2,900mm×3,100mmのサイズのガラス基板。

ガラス基板用のマザーガラスのサイズが年々大きくなっており、おおよその大きさを世代で表現しており

ます。

※３　ＮＣ旋盤　　　　………旋盤は、回転している材料に刃物を当てて、円柱や円筒形状の部品を削る工作機械で

す。ＮＣ旋盤の"ＮＣ"とは、"Numerical Control（数値制御）"の略であり、数値制御

によって操作される旋盤であります。

※４　ＣＡＤ／ＣＡＭ　………Computer Aided Design / Computer Aided Manufacturingの略であり、設計／生産活動の

ためのプログラムをコンピュータにより支援するものです。2.5次元ＣＡＤ／ＣＡ

Ｍでは、平面図に高さの情報を加えるだけで簡単な立体表示・加工プログラミン

グを行うことができます。３次元ＣＡＤ／ＣＡＭでは、複雑な３次元形状の製品

の回転表示や加工プログラミングを行うことができます。
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（２）事業系統図

　当社事業の系統図は以下のとおりであります。

４【関係会社の状況】

　該当事項はありません。

５【従業員の状況】

（１）提出会社の状況

　 平成20年８月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

95 (16)　 33.7 2.0 3,570

　（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（嘱託社員、パートタイマー等を含みます。）は、年間の平均人員を

（　）外数で記載しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．従業員数が当期中において39名増加しておりますが、主として業容拡大に伴う新規採用及び期中採用による

ものであります。

（２）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

（１）業績

当事業年度におけるわが国経済は、企業収益は減少し、輸出と生産はこのところ弱含んでおり、設備投資はおおむね

横ばいに推移してきました。また、雇用情勢には厳しさが残り、個人消費もおおむね横ばいに推移してきました。

当社の主な営業分野である液晶分野につきましては、前半は液晶パネルメーカー各社の収益の悪化による設備投資

低迷が残り、厳しい状況でした。下期に入り国内外液晶メーカーの設備投資は回復し始め、次世代に向けた第10世代ガ

ラス基板を使用する大型設備投資が具体化しました。また、第５世代から第８世代の各製造装置も活発な需要があり期

末に向けて好況期に入り始めました。

太陽電池分野につきましては、環境問題や化石燃料に頼らないクリーンエネルギーとして地球規模のテーマとなっ

ており、欧州やアジアを中心に太陽電池発電所等の需要の急拡大が始まっております。また、太陽電池パネルの製造方

法は、シリコン使用量の少ない薄膜シリコン法が材料コストの上でパネル価格低減に強みを持ち、薄膜系製造装置の需

要が急拡大しております。　

半導体分野につきましては、メモリ製品価格下落が続くなど一部の懸念材料もありましたが、グローバルに増加して

いる携帯電話出荷の恩恵を受ける通信機器向けと薄型テレビ大型化の進展などを背景に民生機器向けが好調を維持

し、半導体出荷数量そのものの増加基調も継続しました。半導体製造装置につきましては、平成19年度前半の日本製半

導体製造装置販売高は過去最高で推移しましたが、受注は一転して厳しい状況を迎えています。

このような経済環境の中、液晶製造装置分野につきましては、第３四半期までは販売実績も前期を下回りましたが、

平成20年３月に一部稼働を開始した本社第４工場により生産能力の向上と市場の回復が重なり、第４四半期は四半期

ベースで過去最高の販売実績になりました。太陽電池製造装置分野につきましては、関連部品・装置組立共に薄膜系太

陽電池製造装置メーカーより活発な引き合いと受注を受けており、受注額も上がりましたが、工場建設時期の遅れと部

品調達の問題等で当初計画よりも遅れ気味で推移し、売上計上タイミングが後ズレ傾向となりました。半導体製造装置

分野につきましては、第２四半期までは業界の好調な生産と設備投資動向を背景に装置部品の製造出荷が好調に推移

しましたが、第３四半期以降は在庫調整の影響もあり売上が伸び悩み販売実績は前年並みとなりました。　

利益面につきましては、市場環境が好転し受注が急激に拡大する中で、当社の成長へ向けたターニングポイントとし

て設備投資と人材採用を増加させましたが、倍増する現場技術者へOJT等の教育活動に注力しながらも新規採用社員の

戦力化までは時間がかかり人員増加ほどの設備稼働率が上がっていないなど、受注増加にむけて設備と人員を増加さ

せたことで費用が先行している状況です。また、関東事業所の新設によって、減価償却費と人件費の増加が発生してお

りますが、関東事業所の顧客が低迷する半導体製造装置分野の顧客であることから受注が伸び悩んでおり、利益の計上

には至りませんでしたので、営業利益及び経常利益は共に大幅な減益となりました。

なお、特別利益として、熊本事業所への設備投資に関連した補助金収入が92百万円発生しました。

この結果、当事業年度の業績は、売上高は1,170百万円(対前期増減率9.0％)、営業損失は39百万円(前期の営業利益は120

百万円)、経常損失は65百万円(前期の経常利益は89百万円)、当期純利益は7百万円(対前期増減率△89.7％)となりました。

 

（２）キャッシュ・フローの状況

当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、342百万円となり、前事業年度末と比較して

254百万円減少しております。

　主な要因は、設備投資資金及び運転資金として長期借入金を1,500百万円、運転資金として短期借入金を200百万円（純

額）調達いたしましたが、液晶製造装置関連分野等の受注が低迷したこと等により、営業活動によるキャッシュ・フ

ローが△239百万円であったこと及び投資活動によるキャッシュ・フローが△1,508百万円であったことであります。

 　当事業年度における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果使用した資金は、239百万円（前期は377百万円の獲得)となりました。これは主に、税引前当期純利益

28百万円、減価償却費309百万円を計上したこと、売上債権の増加による資金の減少253百万円、たな卸資産の増加によ

る資金の減少421百万円、仕入債務の増加による資金の増加286百万円、未収消費税等の増加による資金の減少56百万

円、利息の支払額23百万円及び法人税等の支払額65百万円等があったことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、1,508百万円（前期比1,078百万円増)となりました。これは主に、本社第４工場の新

設、熊本事業所組立工場の増設及び関東事業所の開設などに伴い、有形固定資産の取得による支出1,496百万円、ＣＡ

Ｄ／ＣＡＭソフト、人事給与システムの導入等に伴う無形固定資産の取得による支出７百万円並びに従業員長期貸付

金の貸付による支出30百万円及び従業員長期貸付金の回収による収入25百万円によるものであります

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果得られた資金は、1,487百万円（前期比1,072百万円増)となりました。これは主に、長期借入金のよる収

入1,500百万円、短期借入による収入400百万円、長期借入金の返済による支出213百万円、短期借入金の返済による支出
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200百万円によるものであります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

（１）生産実績

　第21期の生産実績を製品分野別に示すと、次のとおりであります。

区分

第21期
（自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日）

生産高（千円） 前年同期比（％）

精密切削加工事業　小計 1,153,368 107.9

　　液晶製造装置関連部品　 679,588 118.5

　　太陽電池製造装置関連部品 181,424 74.0

　　半導体製造装置関連部品 247,557 120.5

　　その他 44,798 100.3

装置組立事業　小計　 23,045 －

　　太陽電池製造装置　 23,045 －

合計 1,176,413 110.1

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．当事業年度より装置組立事業を開始しております。

（２）受注状況

　第21期の受注状況を製品分野別に示すと、次のとおりであります。

区分

第21期
（自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日）

受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）

精密切削加工事業　小計 1,411,824 149.0 361,970 375.5

　　液晶製造装置関連部品　 912,181 166.4 298,530 505.1

　　太陽電池製造装置関連部品 206,922 239.0 31,744 502.4

　　半導体製造装置関連部品 249,118 93.8 30,171 106.8

　　その他 43,602 92.8 1,525 55.5

装置組立事業　小計　 1,482,910 － 1,482,910 －

　　太陽電池製造装置　 1,482,910 － 1,482,910 －

合計 2,894,735 305.5 1,844,881 －

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．当事業年度より装置組立事業を開始しております。
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（３）販売実績

　第21期の販売実績を製品分野別に示すと、次のとおりであります。

区分

第21期
（自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日）

販売高（千円） 前年同期比（％）

精密切削加工事業　　小計 1,170,583 109.0

　　液晶製造装置関連部品　 672,748 119.0

　　太陽電池製造装置関連部品 181,496 87.7

　　半導体製造装置関連部品 247,192 100.5

　　その他 69,146 123.6

装置組立事業　小計　 － －

太陽電池製造装置　 － －

合計 1,170,583 109.0

　（注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

２．主要な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。

３．当事業年度より装置組立事業を開始しております。

相手先

第20期
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

第21期
（自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日）

販売高（千円） 割合（％） 販売高（千円） 割合（％）

ワイエイシイ株式会社 334,932 31.2 204,298 17.5

株式会社東京カソード研究所 198,252 18.5 158,793 13.6

有限会社ダイテックス 206,990 19.3 148,053 12.6

東京エレクトロンＡＴ株式会社 137,639 12.8 141,257 12.1
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３【対処すべき課題】

 次年度は環境問題等を追い風に需要の旺盛な太陽電池製造装置の大型受注を抱え、新たな事業として開始した装置

組立事業において出荷が本格化していくなど、生産能力の向上が業績に影響を与える度合いが大きくなりつつありま

す。こうしたことから重点施策として、①人材育成、②一貫生産能力向上、③事業体の見直し、④営業・技術・予算管理

体制の充実などを掲げ、生産体制を含めた社内管理体制の整備が当社の一つの課題であると考えています。

①人材育成

当社は、技術者の育成がなければ高付加価値部品への対応が出来ないことから、技術者教育が重要な課題であると

認識して取組んでいます。

当事業年度につきましては好転する市場環境に合わせて人材採用の前倒しを行いましたが、今後３年間は採用の

ペースを落とし、技術習熟の強化および実生産への注力を予定しております。技術者育成に注力することで、大型設備

投資に頼らない生産力保有を目指します。

②一貫生産能力向上

液晶製造装置や太陽電池製造装置など装置の大型化が急激に進行しています。一方で輸送を含めた国際的なコスト

競争力も求められています。当社では、製造装置や加工部品の大型化とコストダウン要請に応えていくため、すでに装

置組立事業を開始しておりますが、切削加工工程の前工程である電子ビーム溶接工程や後工程である表面処理工程に

参入することによって、素材加工から装置組立までの「一貫生産」を行い、ユーザーに対してトータルソリューショ

ンを提供し、事業の垂直展開を図ってまいります。

③事業体の見直し

現在、同じ分野で競合する複数の客先への営業は、競合先の技術や意匠の他、担当者心証の問題もあり困難な状況で

す。また、一貫生産への取り組みから、事業ごとの採算性に対する意識の明確化にも課題を持っております。これらの

問題を解決し、各事業所の地域に根差した企業活動を行うために、事業単位と事業所単位での分社化を検討します。

④営業・技術・予算管理体制の充実

自社内にＳＥを保有する強みを活かし、生産管理システムの再構築によって生産の高効率化を推し進めます。また、

技術営業能力と生産管理能力の充実を目指します。また、予実会議の設置と予算管理担当者の専任により予算管理の

高精度化とローリングのスピードアップを行います。

⑤その他

前中期事業計画であげた「Ｍ＆Ａ方針」に関しましては、自己投資で関東事業所を取得したことにより、一時保留

する方針です。ただし、良好な案件が発生した場合には、前回方針を維持しながら慎重に検討を進めるつもりです。

当事業年度は、Ｍ＆Ａによる事業拡大を自己投資に切り替えたことや、当初計画を上回るスピードで設備拡張を進

めたこともあり、設備立ち上げや操業の早期安定化が新たな課題となりました。さらに、急激な設備導入と加工部品の

大型化や高品質化に生産管理能力が相対的に低下しています。これらの問題に対処するためには総合的な人材強化が

必要であると認識し、全社を挙げて人材の育成に取り組んでまいります。

また、前中期事業計画で方針に上げている、１分野および１社当たりの依存度の低下につきましては、依存度の評価

基準を売上高から粗利（売上総利益）ベースに変えて、高すぎる依存度は新規取引先開拓による発展的解消を目指し

て取り組んでまいります。

EDINET提出書類

株式会社マルマエ(E01465)

有価証券報告書

11/81



４【事業等のリスク】

　当社の業績は多岐にわたる変動要因の影響を受ける可能性があります。有価証券報告書に記載した事業の状況、経理

の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあり

ます。

　なお、文中における将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。

（１）主要市場での需要の急激な変動について

当社は、主に液晶業界及び半導体業界を対象として、その生産ラインで用いられる各種生産設備部品の製造・販売を

行っていますが、液晶業界におきましてクリスタルサイクル、半導体業界におきましてシリコンサイクルと呼ばれる業

界特有の好不況の波が存在します。

  また、太陽電池分野におきましても、急激な市場拡大の中で過大な需要見込み等によって大幅な市場変動が起こる可

能性があります。

 当社におきましては、メーカーの設備投資動向に左右されない消耗品などの安定的な販売が見込める分野の受注に注

力するなどの対策を行い、業績への影響を最小限にすべく努力しております。

 しかしながら、これらの景気変動によって、当社の業績及び財務状況に影響を与える可能性があります。

　最近５年間の売上高、製品分野別売上高、売上総利益、営業利益、経常利益、当期純利益の推移は下表のとおりで

あります。

回次 第17期 第18期 第19期 第20期 第21期　

決算年月 平成16年８月 平成17年８月 平成18年８月 平成19年８月 　平成20年８月

売上高（千円） 436,467 564,505 930,845 1,074,106 1,170,583

　 精密切削加工事業小計 436,467 564,505 930,845 1,074,106 1,170,583

　
液晶製造装置関連部

品（千円）　
209,999 326,800 634,448 565,266 672,748

　
太陽電池製造装置関

連部品（千円）
－ 34,568 43,012 206,990 181,496

　
半導体製造装置関連

部品（千円）
166,567 142,181 203,900 245,900 247,192

　
その他の分野（千

円）
59,899 60,956 49,483 55,949 69,146

　 装置組立事業　小計　 － － － － －

　 太陽電池製造装置　 － － － － －

売上総利益（千円） 165,929 227,115 327,209 296,753 217,397

営業利益又は営業損失

（△）　　（千円）
84,651 106,898 154,067 120,402 △39,864

経常利益又は経常損失

（△）　　（千円）
79,120 103,386 141,073 89,790 △65,206

当期純利益（千円） 45,587 72,002 84,769 72,231 7,452

　（注）１．売上高には消費税等が含まれていません。

２．第18期から第20期の財務諸表については、旧証券取引法第193条の２の規定に基づき、第21期の財務

諸表については、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、三優監査法人の監査を受けて

おりますが、製品分野別売上高については、当該監査を受けておりません。また、第17期の財務諸表

については、当該監査を受けておりません。

（２）価格競争について

当社の属する精密機械加工部品の分野は、多数の同業他社がひしめく、非常に参入業者の多い分野です。それらの加

工部品群の中でも当社は、高付加価値部品を得意分野としております。

 しかしながら、今後は、設備があるだけでは受注量を増やすことは難しく、付加価値の低い製品分野だけでなく、高品

位な製品分野においても、低コスト化への対応が重要となっております。

 また、他社における大型の加工機械設備の導入に伴い、さらに競争が激しくなり、価格の下落を加速させる可能性があ

ります。あるいは、為替相場の変動によって海外の同業他社との競争力が落ちる可能性があります。

 これら競争の激化により、価格競争力を維持できなくなった場合、当社の業績及び財務状況に影響を与える可能性が

あります。
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（３）特定の取引先への依存について

これらの主要販売先との間では、今後も継続的な取引が見込まれていることと、一社当たりの依存度を減らす方針に

基づき新規の取引先拡大に向けた営業を展開しておりますが、何らかの要因でこれらの主要な販売先との取引が縮小

した場合、当社の業績及び財務状況に影響を与える可能性があります。

　最近５年間の売上高、製品分野別売上高、売上総利益、営業利益、経常利益、当期純利益の推移は下表のとおりで

あります。

販売先

第17期
自　平成15年
９月１日

至　平成16年
８月31日

第18期
自　平成16年
９月１日

至　平成17年
８月31日

第19期
自　平成17年
９月１日

至　平成18年
８月31日

第20期
自　平成18年
９月１日

至　平成19年
８月31日

第21期　
自　平成19年
９月１日　

至　平成20年　
８月31日　

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）　

売上高 436,467 564,505 930,845 1,074,106 1,170,583

ワイエイシイ株式会社 20,554 89,989 192,457 334,932 204,298

株式会社東京カソード研究所 109,233 113,957 112,677 198,252 158,793

有限会社ダイテックス 11,987 37,755 43,012 206,990 148,053

東京エレクトロンＡＴ株式会社 30,525 76,167 165,602 137,639 141,257

上記販売先の販売実績合計 172,299 317,870 513,750 877,815 652,404

　最近５年間の上記販売先の売上占有率の推移は下表のとおりであります。

販売先

第17期
自　平成15年
９月１日

至　平成16年
８月31日

第18期
自　平成16年
９月１日

至　平成17年
８月31日

第19期
自　平成17年
９月１日

至　平成18年
８月31日

第20期
自　平成18年
９月１日

至　平成19年
８月31日

　第21期　
自　平成19年　
９月１日　　

至　平成20年　　
８月31日　　

割合（％） 割合（％） 割合（％） 割合（％） 　割合（％）

ワイエイシイ株式会社 4.7 15.9 20.7 31.2 17.5

株式会社東京カソード研究所 25.0 20.2 12.1 18.5 13.6

有限会社ダイテックス 2.7 6.7 4.6 19.3 12.6

東京エレクトロンＡＴ株式会社 7.0 13.5 17.8 12.8 12.1

上記販売先の売上占有率合計 39.5 56.3 55.2 81.7 55.7

　（注）１．売上高には消費税等が含まれていません。

（４）有利子負債依存度の上昇について

当社は、当事業年度において、長期借入金1,500百万円、短期借入金200百万円（純額）の資金調達を行っております。

この結果、有利子負債依存度が大幅高くなっております。また変動金利での資金調達であるため、金利上昇により支払

利息負担が増大する場合、当社の業績及び財務状況に影響を与える可能性があります。

最近２年間の有利子負債残高及び同残高の総資産に占める割合は下記の通りであります。

回次 第20期 第21期

決算年月 平成19年８月 平成20年８月

残高 金額（千円） 割合（％) 金額（千円） 割合（％)

有利子負債残高合計 827,624 34.6 2,314,318 53.6

　
期末借入金残高 827,624 34.6 2,314,318 53.6

その他の有利子負債の残高 ― ― ― ―

総資産額 2,391,672 100 4,317,436 100

（５）特定の人物への依存について

当社代表取締役社長である前田俊一は、経営方針の策定、技術の革新、発想、人的ネットワーク等において中心的な役

割を果たしております。当社では、同氏に過度に依存しない経営体質の構築を進めておりますが、何らかの理由により

同氏が経営から退いた場合、当社の業績及び財務状況に影響を与える可能性があります。
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（６）人材について

当社は、高度な切削加工技術が要求される製品に対する顧客のニーズに着目し、ＯＪＴなど独自の現場主義教育で、

切削加工技術に関し高い能力を持った人材の育成に注力しております。各々の切削加工技術者がＣＡＤ／ＣＡＭでの

プログラミングを含む、全工程を担当できる多能工として短期間で育成されていくことが、当社の特徴であるといえま

す。

しかしながら、優秀な人材の確保及びその育成が予定通りに進まなかった場合、当社の業績及び財務状況に影響を与

える可能性があります。

（７）小規模な会社組織であることについて

当社は平成20年８月31日現在、取締役５名、監査役３名、従業員95名及び臨時雇用者18名と小規模組織であり、内部管

理体制もこのような組織の規模に応じたものとなっています。今後当社では、事業の拡大及び社内システムの拡充等の

観点から、人員の増強、内部管理体制の強化を図る予定です。

（８）知的財産権等について

当社は他社の特許権等の知的財産権を侵さないよう細心の注意を払い、受注と技術開発にあたっていますが、切削加

工分野においても積極的に特許申請が行われており、場合によっては第三者の特許権等の知的財産権を侵害するとし

て損害賠償等の請求を受ける可能性があります。

（９）切削加工技術等のノウハウについて

当社が有する切削速度、使用工具及び切削条件等の切削加工ノウハウの一部は、ＣＡＤ／ＣＡＭ等のデータとして保

管され、パスワードによるデータへのアクセス制限やデータ消失に備えたネットワークストレージへのバックアップ

などを行っております。

  また、複雑形状加工技術、工作機械制御技術及び新素材加工技術など業界の動向に対応した技術の開発及び獲得のた

め研修をおこない技術力の維持・向上に努めております。

  しかしながら、当社が有する切削加工ノウハウの流出又は消失が起こった場合や業界の動向に対応した技術の開発

及び獲得が遅れた場合には、当社の業績及び財務状況に影響を与える可能性があります。

（10）当社製品に不具合が生じた場合について

当社製品については、社内において徹底した品質管理体制を確立しておりますが、種々の要因により不良品の発生、

不適切な取扱いの可能性は完全には否定できません。

　当社製品に何らかの不具合が発生した場合には、当社及び当社の切削加工技術並びに組立技術に対する信頼が著しく

損なわれる可能性があり、また、設計上の欠陥、製造時の欠陥により、エンドユーザーより製造物責任を追及される可能

性があり、当社の業績及び財務状況に影響を与える可能性があります。

（11）特別利害関係者との取引について

当社取締役藤山敏久は平成16年11月11日開催の臨時株主総会において、取締役に選任されております。また株式会社

フジヤマは、藤山敏久の実父である藤山敏己により、発行済株式総数の過半数を所有されている会社であります。この

ため、同日より株式会社フジヤマは特別利害関係者に該当することとなります。

株式会社フジヤマとの取引は当事業年度において、加工の受託取引及び設備保守修繕取引があります。取引内容につ

いては、事前に他社と比較を行い、取引を実施しております。今後も公正な取引が行われるよう努めて参ります。

（12）ストック・オプションによる株式の希薄化について

当社は、当社の取締役、監査役及び従業員に対して当社の業績向上に対する意欲や士気を高めるため、新株予約権に

よるストック・オプション制度を導入しております。平成20年８月31日現在における新株予約権による潜在株式数は

1,488株であり、発行済株式総数18,506株の8.0％に相当いたします。これらの新株予約権の行使が行われた場合、保有株

式の株式価値が希薄化する可能性があります。

なお、ストック・オプションの詳細につきましては、「第一部　企業情報　第４　提出会社の状況　１　株式等の状況　

（２）新株予約権等の状況）」の項をご参照ください。

（13）自然災害等に係るリスクについて

当社の生産拠点は、鹿児島県出水市、熊本県菊池郡大津町及び埼玉県朝霞市に所在しており、当該地区において地震

等の自然災害が発生した場合には被害を受ける可能性があります。

  主に、液晶製造装置部品及び太陽電池製造装置部品は本社工場（鹿児島県）と熊本事業所、半導体製造装置部品は本

社工場・知識工場（鹿児島県）と関東事業所（埼玉県）で製造しており、自然災害発生のリスク低減に努めておりま

すが、災害発生により生産活動ができない場合、顧客への製品納入の遅延、売上の低下、修復費用等により、当社の業績

及び財務状況に影響を与える可能性があります。
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（14）法的規制について

当社の本社工場の所在地は、鹿児島県出水市の高尾野工業団地内にあり、工場立地法の適用を受けております。また、

熊本事業所も熊本県菊池郡大津町の大津南部工業団地内にあり、工場立地法の適用を受けております。建物等の面積

は、敷地面積の大きさによる制約を受けております。

　市場の需要の大幅な増加に対応した設備投資を行えない場合、当社の業績及び財務状況に影響を与える可能性があり

ます。

（15）今後の設備投資計画について

当社の顧客の業界の近年の傾向として製造設備が大型化してきております。このような中、今後、市場動向や外部環

境に対応していくため、設備投資規模も大きくなる可能性があります。

  当社は大型化への対応を無条件にとる方針ではありませんが、既に決定している設備投資計画及び追加の設備投資

が予想どおりの受注及び生産に結びつかない場合、減価償却費用や借入金等の増大により、当社の業績及び財務状況に

影響を与える可能性があります。

（16）為替相場の変動について

当事業年度の第２四半期より、ドル建てによる海外向けの受託加工を開始し、当事業年度の輸出比率は7.9％となって

おります。輸出比率は今後、当社の成長とともに増加していくと予想されます。また、顧客との間で急激な為替変動時の

価格見直しについての協議をおこなっております。

  しかしながら、為替相場の変動状況によっては販売価格見直しが間に合わなかったり、販売時と入金時の為替相場の

変動による損失の計上や、ドル建て資産負債の為替換算差損の計上が起こるなど、今後の当社の業績及び財務状況に影

響を及ぼす可能性があります。

（17）製品検収時期の変動による業績への影響について

当事業年度の下期より、液晶及び太陽電池製造装置の組立事業を開始しております。液晶及び太陽電池製造装置組立

事業に関して、顧客からの組立製品1台当たりの受注金額が、自社の事業規模から比較すると多額であり、かつ、装置の

売上計上は出荷基準を採用しており、受注から出荷までに長期間（6ヶ月～8ヶ月）が必要となると予想しております。

  また、顧客の都合による設計変更や検収時期の変更等が発生した場合、売上計上時期が当初予定していた時期からず

れることがあり、当社の業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

（18）減損会計について

固定資産の減損会計は、固定資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として当期の損失と

することとされています。このため、当社の事業用資産が減損会計適用の検討対象となり、市場環境の悪化等の要因に

より当社の事業所において営業活動から生ずる損益またはキャッシュ・フローが継続してマイナスになった場合や、

保有する固定資産の市場価格が著しく下落した場合など、固定資産の減損会計の適用により特別損失の計上が必要と

なります。

（19）受注のキャンセル発生による業績変動について

受注キャンセルの過去の発生状況につきましては、1年に数件程度であり、製造に要した費用は回収しております。今

後の発生の可能性につきましては、少ないと予想されますが、1台当たりの受注金額が高額で、生産期間の長い受注案件

がキャンセルされた場合、代替できる受注案件を生産工程に投入できなければ、当社の業績及び財務状況に影響を与え

る可能性があります。

（20）資金調達について

当社は、当事業年度の下期より、液晶及び太陽電池製造装置の組立事業を開始しており、多額の運転資金が必要と

なっております。運転資金の調達につきましては、金融機関との間で信頼関係を築いており、今後も運転資金及び設備

投資資金につきましては、調達可能と考えておりますが、適切な時期に金融機関からの運転資金及び設備投資資金を調

達できない場合、当社の業績及び財務状況に影響を与える可能性があります。

５【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。

６【研究開発活動】

　該当事項はありません。
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７【財政状態及び経営成績の分析】

　当社は子会社を有しておりませんので、第21期（自　平成19年９月１日　至　平成20年８月31日）における当社の財政

状態及び経営成績の分析・検討内容は当社の財務諸表に基づいて分析した内容です。

　文中における将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。

（１）財政状態の分析

（資産）

当期末の総資産は、前期末に比べて1,925百万円増加して4,317百万円となりました。

　①流動資産は、前期末に比べて606百万円増加して1,574百万円となりました。これは主に、組立事業開始に伴う原材料

の調達及び加工着手による、製品、原材料、仕掛品、未着品の棚卸資産の増加（前期比421百万円増）、下期より売上が回

復してきたことによる受取手形及び売掛金の増加（前期比253百万円増）、補助金収入計上等による未収収入金の増加

（前期比90百万円増）、未収消費税等の増加（前期比56百万円増）及び現金預金の減少（前期比254百万円減）による

ものであります。

　②固定資産は、前期末に比べて1,319百万円増加して2,743百万円となりました。これは主に本社第４工場の増設に伴う

建物、構築物及び機械装置等への設備投資、関東事業所新設に伴う土地、建物及び機械装置等への設備投資並び熊本事

業所での組立工場新設に伴う建物、構築物及び機械装置等への設備投資等よる有形固定資産の増加（前期比1,314百万

円増）及び無形固定資産のソフトウエア等の増加（前期比５百万円増）によるものであります。

（負債）　

当期末の負債合計は、前期末に比べて1,911百万円増加し、2,988百万円になりました。当事業年度において、本社第４

工場の増設、関東事業所新設及び熊本事業所組立工場新設のための設備投資資金として長期借入金1,500百万円を調達

しております。

　①流動負債は、前期末に比べて807百万円増加し、1,141百万円になりました。これは主に短期借入金の増加（前期比200

百万円増）、１年以内返済予定長期借入金の増加（前期比171百万円増）、買掛金の増加（前期比299百万円増）、未払

金（前期比143百万円増）及び未払法人税の減少（前期比22百万円減）によるものであります。　

　②固定負債は、前期末に比べて1,104百万円増加し、1,847百万円になりました。これは主に設備投資に伴う長期借入金

の増加（前期比1,115百万円増）によるものであります。

（純資産）

当期末の純資産合計は、 前期末に比べて13百万円増加して1,328百万円となりました。

　これは主に利益剰余金の増加（前期比７百万円増）、新株予約権の増加（前期比５百万円増）によるものでありま

す。総資産に占める自己資本比率の割合は30.7％となりました。

（２）経営成績の分析

（売上高）

当事業年度の売上高は、96百万円増加し、1,170百万円（前年同期比109.0％）となりました。

液晶製造装分野の受注が第３四半期以降に本格化したここと、太陽電池製造装置分野の部品加工・装置組立ともに

工場建設時期の遅れと部品調達の問題等で当初計画よりも遅れたことにより、売上高は9.0％の増加にとどまり、平成19

年10月11日発表の売上高の目標1,530百万円に対し達成率は76.5％となりました。

　液晶製造装置分野の売上高は、672百万円（前年同期比119.0％）、半導体製造装置分野の売上高は、247百万円（前年同

期比100.5％）その他分野の売上高は69百万円（前年同期比123.6％）と前年実績を超えましたが、太陽電池製造装置分

野の売上高は、181百万円（前年同期比87.7％）と前事業年度と比較して減少いたしました。

（営業利益）

当事業年度の売上高は前事業年度より96百万円増収となったものの、売上原価は175百万円増加し、953百万円とな

り、売上原価率は9.0ポイント上昇し81.4％となりました。この主な要因は、液晶製造装置分野及び太陽電池製造装置分

野の大型化へ対応するため、人材の採用と設備投資を先行して実施したこと、装置組立事業の開始、関東事業所の新設

に伴う人材の採用と設備投資によるものであります。この結果、前事業年度と比較して労務費が61百万円、減価償却費

が124百万円増加し、売上総利益は、217百万円（前年同期比73.3％）となりました。

販売管理及び一般管理費は257百万円（前年同期比145.9％）となりました。主な要因は、事業拡大のための、人材採用

による人件費の増加、専門家への支払手数料の増加、旅費交通費の増加であります。 

この結果、当事業年度の営業損失は39百万円となりました。

（経常利益）

営業外収益は、前事業年度と比較して、２百万円減少し、３百万円（前年同期比63.3％）となりました。主な要因は受

取助成金の減少であります。

　営業外費用は、前事業年度と比較して、７百万円減少し、28百万円（前年同期比79.8％）となりました。営業外費用の減

少の主な要因は借入金の増加により支払利息４百万円増加と支払手数料５百万円の増加があったものの、株式交付費、

株式公開関連費用が当事業年度は発生しなかったことによるものであります。

当事業年度の経常損失は、営業利益の減少等の結果、65百万円となっております。

（特別損益）

当事業年度の特別利益は96百万円でありました。主な内訳は補助金収入92百万円と保険解約益３百万円であります。
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当事業年度の特別損失は２百万円でありました。固定資産除却損２百万円によるものであります。

（当期純利益）

当事業年度の当期純利益は、７百万円（前年同期比10.3％）、1株当たり当期純利益は402.88円となりました。

（３）キャッシュ・フローの分析

当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、342百万円となり、前事業年度末と比較して

254百万円減少しております。

　主な要因は、設備投資資金及び運転資金として長期借入金を1,500百万円、運転資金として短期借入金を200百万円（純

額）調達いたしましたが、液晶製造装置関連分野等の受注が低迷したこと等により、営業活動によるキャッシュ・フ

ローが△239百万円であったこと及び投資活動によるキャッシュ・フローが△1,508百万円であったことであります。

 　当事業年度における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果使用した資金は、239百万円（前期は377百万円の獲得)となりました。これは主に、税引前当期純利益

28百万円、減価償却費309百万円を計上したこと、売上債権の増加による資金の減少253百万円、たな卸資産の増加によ

る資金の減少421百万円、仕入債務の増加による資金の増加286百万円、未収消費税等の増加による資金の減少56百万

円、利息の支払額23百万円及び法人税等の支払額65百万円等があったことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、1,508百万円（前期比1,078百万円増)となりました。これは主に、本社第4工場の新設、

熊本事業所組立工場の増設及び関東事業所の開設などに伴い、有形固定資産の取得による支出1,496百万円、ＣＡＤ／Ｃ

ＡＭソフト、人事給与システムの導入等に伴う無形固定資産の取得による支出７百万円並びに従業員長期貸付金の貸

付による支出30百万円及び従業員長期貸付金の回収による収入25百万円によるものであります

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果得られた資金は、1,487百万円（前期比1,072百万円増)となりました。これは主に、長期借入金のよる収

入1,500百万円、短期借入による収入400百万円、長期借入金の返済による支出213百万円、短期借入金の返済による支出

200百万円によるものであります。

　なお、キャッシュ・フロー関連指標の推移は次のとおりであります。

 平成17年８月期 平成18年８月期 平成19年８月期 平成20年８月期

自己資本比率（％） 31.3 19.9 55.0 30.7

時価ベースの自己資本比率（％）  ― ― 181.0 132.4

キャッシュ・フロー対有利子負債比率  4.1 22.8 2.2 ―

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 16.3 3.7 24.0 ―

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

（注１）株式時価総額は自己株式を除く発行済株式総数をベースに計算しております。

（注２）キャッシュ・フローは、営業活動キャッシュ・フローを利用しております。

（注３）有利子負債は貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としておりま

す。

（注４）平成17年８月期及び平成18年８月期については、非上場であるため、時価ベースの自己資本比率は記載してお

りません。

（注５）当事業年度については、キャッシュ・フローがマイナスであるため、キャッシュ・フロー対有利子負債比率及

びインタレスト・カバレッジ・レシオは記載しておりません。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当事業年度において実施した設備投資の総額は1,623,655千円であります。その主なものは本社第4工場増設に伴う建

物、構築物及び機械装置、関東事業所新設に伴う土地、建物及び機械装置並びに熊本事業所での組立工場新設に伴う建

物、構築物及び機械装置の取得であります。

２【主要な設備の状況】

　当社における主要な設備の状況は、以下のとおりであります。

　 平成20年８月31日現在

事業所名
（所在地）

事業の部門別の
名称

設備の内容

帳簿価額

従業員数
（人）

建物及び構
築物
（千円）

機械装置及
び運搬具
（千円）

土地
（千円）
（面積㎡）

その他
（千円）

合計
（千円）

本社

（鹿児島県出水市）

全社及び製造加

工関連
生産設備等 350,555 958,716

129,446

(11,850)
11,535 1,450,253 76

知識工場

（鹿児島県出水市）
製造加工関連 生産設備等 6,239 46,499

18,049

(1,210)
ー 70,789 6

熊本事業所

（熊本県菊池郡大津町）
製造加工関連 生産設備等 280,585 181,306

222,010

(17,290)
1,593 685,496 16

関東事業所　

（埼玉県朝霞市）　
製造加工関連　 生産設備等　 76,650 145,192

117,777

(1,109)
530 340,151 15

計 　 　 714,032 1,331,714
487,284

(31,459)
13,658 2,546,690 113

　（注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品であり、建設仮勘定は含んでおりません。なお、上記金額には、消

費税等は含まれておりません。

２．従業員数は、就業人員数（嘱託社員、パートタイマー等を含む。）を記載しています。

３．リース契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。

名称 年間リース料（千円） リース契約残高（千円）

機械及び装置 20,524 96,993

３【設備の新設、除却等の計画】

　当社の設備投資については、景気予測、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して作成しております。なお、平成20年

８月31日現在における重要な設備の新設計画は次のとおりであります。

（１）重要な設備の新設

事業所名 所在地
事業の部門別
の名称

設備の内容

投資予定金額

資金調達
方法

着手及び完了予定年月

完成後の
増加能力

　 　

総額
（千円）

既支払額
（千円）

着手 完了

　本社
鹿児島県出

水市　

製造加工関連

　

建物・生産設

備等　
850,000 132,000 借入金　

平成21年

１月　

平成21年

６月　
33％増加

　熊本事業所
熊本県菊池

郡大津町　

製造加工関連

　

建物・生産設

備等　
380,000 12,000 借入金　

平成20年

７月　

平成20年

10月　
8％増加

　（注）　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

（２）重要な設備の除却等

　該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 73,840

計 73,840

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成20年８月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年12月１日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 18,506 18,506
東京証券取引所

（マザーズ）
－

計 18,506 18,506 － －

(注)「提出日現在発行数」欄には、平成20年11月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

　旧商法第280条ノ20及び第280ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

①平成16年10月25日定時株主総会決議

ａ）第１回新株予約権（平成16年10月25日取締役会決議に基づく発行）

区分
事業年度末現在

（平成20年８月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年10月31日）

新株予約権の数（個） 435 435

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 870 870

新株予約権の行使時の払込金額（円） 50,000 同左

新株予約権の行使期間
自：平成18年10月26日

至：平成26年10月25日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　    50,000

資本組入額　　25,000
同左

新株予約権の行使の条件 （注）３ （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４ （注）４

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）５ （注）５

　（注）１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。

ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数に

ついて行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分

割若しくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。

２．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整により生じ

る１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

また、時価を下回る価額で新株を発行するときは、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整によ

り生じる１円未満の端数は切り上げる。

　 　 　 　
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
新規発行前の株価

既発行株式数 ＋ 新規発行による増加株式数

３．新株予約権の行使の条件

①権利行使時において、当社の取締役、監査役又は従業員の地位を保有していることとする。

②新株予約権者が死亡した場合は、相続は認めないものとする。

③新株予約権の質入れ、担保権の設定は認めないものとする。

④その他の条件については、平成16年10月25日開催の当社取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当て

を受けた者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。

４．新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。

５．組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

　①当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分割若し

くは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。

　②当社が完全子会社となる株式交換又は株式移転を行うときは、完全親会社に新株予約権を承継することがで

きる。

ア）承継する新株予約権の目的となる株式の種類及び数

完全親会社の普通株式とし、当社普通株式１株当たりの完全親会社の割当比率により株式数を決定し、

１株未満の端数は切り捨てる。
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イ）承継する新株予約権の行使に際して払込をすべき金額は次の算式により決定し、１円未満の端数は切り

上げる。

承継後払込価額 ＝ 承継前払込価額 ×
１

当社普通株式１株当たりの完全親会社の割当比率

ウ）承継する新株予約権の行使期間は、上記表中の期間とし、承継時に行使期間開始日が到来しているとき

は、株式交換又は株式移転の効力発生日から上記表中の期間の満了日までとする。

エ）承継する新株予約権の行使の条件については、注３と同様の定めをおくものとする。 

オ）承継する新株予約権の譲渡については、完全親会社の取締役会の承認を要する。 

６．退職等により権利を喪失した従業員の新株予約権の個数は除外しております。
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ｂ）第２回新株予約権（平成17年６月15日取締役会決議に基づく発行）

区分
事業年度末現在

（平成20年８月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年10月31日）

新株予約権の数（個） 108 106

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 216 212

新株予約権の行使時の払込金額（円） 50,000 同左

新株予約権の行使期間
自：平成18年10月26日

至：平成26年10月25日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　  50,000

資本組入額　　25,000
同左

新株予約権の行使の条件 （注）３ （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４ （注）４

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）５ （注）５

　（注）１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。

ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数に

ついて行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分

割若しくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。

２．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整により生じ

る１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

また、時価を下回る価額で新株を発行するときは、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整によ

り生じる１円未満の端数は切り上げる。

　 　 　 　
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
新規発行前の株価

既発行株式数 ＋ 新規発行による増加株式数

３．新株予約権の行使の条件

①権利行使時において、当社の取締役、監査役又は従業員の地位を保有していることとする。

②新株予約権者が死亡した場合は、相続は認めないものとする。

③新株予約権の質入れ、担保権の設定は認めないものとする。

④その他の条件については、平成17年６月15日開催の当社取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当て

を受けた者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。

４．新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。

５．組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

　①当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分割若し

くは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。

　②当社が完全子会社となる株式交換又は株式移転を行うときは、完全親会社に新株予約権を承継することがで

きる。

ア）承継する新株予約権の目的となる株式の種類及び数

完全親会社の普通株式とし、当社普通株式１株当たりの完全親会社の割当比率により株式数を決定し、

１株未満の端数は切り捨てる。
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イ）承継する新株予約権の行使に際して払込をすべき金額は次の算式により決定し、１円未満の端数は切り

上げる。

承継後払込価額 ＝ 承継前払込価額 ×
１

当社普通株式１株当たりの完全親会社の割当比率

ウ）承継する新株予約権の行使期間は、上記表中の期間とし、承継時に行使期間開始日が到来しているとき

は、株式交換又は株式移転の効力発生日から上記表中の期間の満了日までとする。

エ）承継する新株予約権の行使の条件については、注３と同様の定めをおくものとする。 

オ）承継する新株予約権の譲渡については、完全親会社の取締役会の承認を要する。 

６．退職等により権利を喪失した従業員の新株予約権の個数は除外しております。

EDINET提出書類
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ｃ）第３回新株予約権（平成17年10月13日取締役会決議に基づく発行）

区分
事業年度末現在

（平成20年８月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年10月31日）

新株予約権の数（個） 17 17

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 34 34

新株予約権の行使時の払込金額（円） 180,000 同左

新株予約権の行使期間
自：平成18年10月26日

至：平成26年10月25日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　 180,000

資本組入額　  90,000
同左

新株予約権の行使の条件 （注）３ （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４ （注）４

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）５ （注）５

　（注）１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。

ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数に

ついて行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分

割若しくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。

２．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整により生じ

る１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

また、時価を下回る価額で新株を発行するときは、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整によ

り生じる１円未満の端数は切り上げる。

　 　 　 　
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
新規発行前の株価

既発行株式数 ＋ 新規発行による増加株式数

３．新株予約権の行使の条件

①権利行使時において、当社の取締役、監査役又は従業員の地位を保有していることとする。

②新株予約権者が死亡した場合は、相続は認めないものとする。

③新株予約権の質入れ、担保権の設定は認めないものとする。

④その他の条件については、平成17年10月13日開催の当社取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当て

を受けた者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。

４．新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。

５．組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

　①当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分割若し

くは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。

　②当社が完全子会社となる株式交換又は株式移転を行うときは、完全親会社に新株予約権を承継することがで

きる。

ア）承継する新株予約権の目的となる株式の種類及び数

完全親会社の普通株式とし、当社普通株式１株当たりの完全親会社の割当比率により株式数を決定し、１

株未満の端数は切り捨てる。

EDINET提出書類
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イ）承継する新株予約権の行使に際して払込をすべき金額は次の算式により決定し、１円未満の端数は切り上

げる。

承継後払込価額 ＝ 承継前払込価額 ×
１

当社普通株式１株当たりの完全親会社の割当比率

ウ）承継する新株予約権の行使期間は、上記表中の期間とし、承継時に行使期間開始日が到来しているときは、

株式交換又は株式移転の効力発生日から上記表中の期間の満了日までとする。

エ）承継する新株予約権の行使の条件については、注３と同様の定めをおくものとする。 

オ）承継する新株予約権の譲渡については、完全親会社の取締役会の承認を要する。 

EDINET提出書類

株式会社マルマエ(E01465)
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②平成17年11月19日定時株主総会決議

ａ）第４回新株予約権（平成18年１月18日取締役会決議に基づく発行）

区分
事業年度末現在

（平成20年８月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年10月31日）

新株予約権の数（個） 49 48

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 98 96

新株予約権の行使時の払込金額（円） 210,500 同左

新株予約権の行使期間
自：平成19年11月20日

至：平成27年11月19日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　 210,500

資本組入額　 105,250
同左

新株予約権の行使の条件 （注）３ （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４ （注）４

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）１ （注）１

　（注）１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。

ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数に

ついて行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分

割若しくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。

２．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の

端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

また、時価を下回る価額で、新株を発行する場合又は自己株式を処分する場合〔新株予約権の行使により新

株を発行する場合は除く。〕は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り

上げる。

　 　 　 　
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
新規発行前の株価

既発行株式数 ＋ 新規発行による増加株式数

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を

「１株当たり処分金額」と読み替えるものとする。

さらに当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合又は当社が新設分

割若しくは吸収合併を行う場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行う。

３．新株予約権の行使の条件

①権利行使時において、当社の取締役、監査役又は従業員の地位を保有していることとする。

②新株予約権者が死亡した場合は、相続は認めないものとする。

③新株予約権の質入れ、担保権の設定は認めないものとする。

④その他の条件については、平成17年11月19日開催の第18期定時株主総会及び平成18年１月18日開催の取締役

会決議に基づき、当社と新株予約権の割当てを受けた者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定める

ところによる。

４．新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。

５．退職等により権利を喪失した従業員の新株予約権の個数は除外しております。
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ｂ）第５回新株予約権（平成18年４月10日取締役会決議に基づく発行）

区分
事業年度末現在

（平成20年８月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年10月31日）

新株予約権の数（個） 32 26

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 64 52

新株予約権の行使時の払込金額（円） 215,500 同左

新株予約権の行使期間
自：平成19年11月20日

至：平成27年11月19日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　 215,500

資本組入額　 107,750
同左

新株予約権の行使の条件 （注）３ （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４ （注）４

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）１ （注）１

　（注）１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。

ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数に

ついて行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分

割若しくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。

２．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の

端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

また、時価を下回る価格で、新株を発行する場合又は自己株式を処分する場合〔新株予約権の行使により新

株を発行する場合は除く。〕は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り

上げる。

　 　 　 　
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
新規発行前の株価

既発行株式数 ＋ 新規発行による増加株式数

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を

「１株当たり処分金額」と読み替えるものとする。

さらに当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合又は当社が新設分

割若しくは吸収合併を行う場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行う。

３．新株予約権の行使の条件

①権利行使時において、当社の取締役、監査役又は従業員の地位を保有していることとする。

②新株予約権者が死亡した場合は、相続は認めないものとする。

③新株予約権の質入れ、担保権の設定は認めないものとする。

④その他の条件については、平成17年11月19日開催の第18期定時株主総会及び平成18年４月10日開催の取締役

会決議に基づき、当社と新株予約権の割当てを受けた者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定める

ところによる。

４．新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。

５．退職等により権利を喪失した従業員の新株予約権の個数は除外しております。

EDINET提出書類

株式会社マルマエ(E01465)

有価証券報告書

27/81



ｃ）第６回新株予約権（平成18年４月25日取締役会決議に基づく発行）

区分
事業年度末現在

（平成20年８月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年10月31日）

新株予約権の数（個） 3 3

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 6 6

新株予約権の行使時の払込金額（円） 215,500 同左

新株予約権の行使期間
自：平成19年11月20日

至：平成27年11月19日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　 215,500

資本組入額　 107,750
同左

新株予約権の行使の条件 （注）３ （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４ （注）４

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）１ （注）１

　（注）１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。

ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数に

ついて行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分

割若しくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。

２．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の

端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

また、時価を下回る価格で、新株を発行する場合又は自己株式を処分する場合〔新株予約権の行使により新

株を発行する場合は除く。〕は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り

上げる。

　 　 　 　
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
新規発行前の株価

既発行株式数 ＋ 新規発行による増加株式数

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を

「１株当たり処分金額」と読み替えるものとする。

さらに当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合又は当社が新設分

割若しくは吸収合併を行う場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行う。

３．新株予約権の行使の条件

①権利行使時において、当社の取締役、監査役又は従業員の地位を保有していることとする。

②新株予約権者が死亡した場合は、相続は認めないものとする。

③新株予約権の質入れ、担保権の設定は認めないものとする。

④その他の条件については、平成17年11月19日開催の第18期定時株主総会及び平成18年４月25日開催の取締役

会決議に基づき、当社と新株予約権の割当てを受けた者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定める

ところによる。

４．新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。
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会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

③　平成19年４月11日臨時株主総会決議

ａ）第７回新株予約権（平成20年３月25日取締役会決議に基づく発行）

区分
事業年度末現在

（平成20年８月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年10月31日）

新株予約権の数（個）  100  100

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 200 200

新株予約権の行使時の払込金額（円） 353,430 同左

新株予約権の権利行使期間
自：平成22年３月26日

至：平成30年３月25日 　
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　 　353,430

資本組入額　 176,715
同左

新株予約権の行使の条件 （注）３ （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４ （注）４

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）４ （注）５

　（注）１．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。

ただし、かかる調整は、本新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的となる株式

の数について行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合または当社が完全子会社

となる株式交換もしくは株式移転を行い新株予約権が承継される場合、当社は、合併比率等に応じ必要と認

める株式数の調整を行うことができる。

２．当社が当社普通株式につき株式分割または株式併合等を行う場合には、次の算式により行使価額を調整し、

調整による１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

また、新株予約権割当日後、当社が当社普通株式につき、時価を下回る価額で新株を発行または自己株式の処

分を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

 
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
新規発行前の株価

既発行株式数 ＋ 新規発行による増加株式数

上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社が保有する普通株式に係る自己株

式数を控除した数とし、また、自己株式の処分を行う場合には「新規発行株式数」を「処分する自己株式

数」に読み替えるものとする。

さらに、当社が資本の減少を行う場合等、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、諸

条件を勘案の上、合理的な範囲で行使価額の調整を行うものとする。

３．新株予約権の行使の条件

①　新株予約権者は、権利行使時において、当社または関連会社の取締役、監査役および使用人の地位にあるこ

とを要する。

②　新株予約権の譲渡、担保権の設定はしてはならない。

③　その他の条件については、平成19年４月11日開催の臨時株主総会決議及び平成20年３月25日開催の取締役

会決議に基づき、当社と新株予約権の割り当てを受けた者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定

めるところによる。

４．譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を必要する。
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５．当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転（以

上を総称して以下、「組織再編成行為」という。）をする場合において、組織再編成行為の効力発生日におい

て残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につ

き、会社法第236 条第1 項8 号イからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約

権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編

対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約

権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転

計画において定めた場合に限るものとする。

①　交付する再編対象会社の新株予約権の数

残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

②　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編成行為の条件等を勘案のうえ、（注）１に準じて決定する。

④　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編成行為の条件等を勘案の上、

（注）２で定められる行使価額を調整して得られる再編後払込金額に上記③に従って決定される当該新

株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる額とする。

⑤　新株予約権を行使することができる期間

上記表中の新株予約権を行使することができる期間の初日と組織再編成行為の効力発生日のうち、いずれ

か遅い日から上記表中の新株予約権を行使することができる期間の末日までとする。

⑥　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する事項

イ）新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社法計算規則第40 条第

1 項に従い計算される資本金等増加限度額の２分の1 の金額とし、計算の結果1円未満の端数が生じたと

きは、その端数を切り上げるものとする。

ロ）新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記イ）記載の資本

金等増加限度額から上記イ）に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

⑦　新株予約権の譲渡制限

譲渡による取得については、再編対象会社の承認を要するものとする。

⑧　新株予約権の取得事由および条件

イ）当社は、当社が消滅会社となる合併契約書の議案、当社が分割会社となる吸収分割契約もしくは新設分

割計画承認の議案、または当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画承認の議案につ

き当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当社取締役会決議がなされた場合）

は、当社取締役会が別途定める日に、無償で新株予約権を取得することができる。

ロ）東京証券取引所における当社普通株式の普通株式の終値が、新株予約権の行使に際して出資される１株

当たりの行使価額（④記載の調整を行う場合は調整後の１株当たりの行使価額）の2分の１を継続して

１年間下回るときは、当社は、取締役会が別途定める日に、新株予約権を無償にて取得することができ

る。

ハ）当社は、新株予約権の割当てを受けた者が（注）３に定める条件により、権利を行使する条件に該当し

なくなった場合は、取締役会が別途定める日に、当該新株予約権を無償で取得する。ただし、この取得処

理については、権利行使期間が終了した後に一括して行うことができるものとする。 

⑨　その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。
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（３）【ライツプランの内容】

 　　　　　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成16年10月18日

（注）１
5,800 6,000 － 10,000 － －

平成16年12月15日

（注）２
240 6,240 12,000 22,000 12,000 12,000

平成17年２月10日

（注）３
990 7,230 49,500 71,500 49,500 61,500

平成18年12月25日

（注）４
2,000 9,230 434,750 506,250 434,750 496,250

平成19年３月14日

（注）５
3 9,233 150 506,400 150 496,400

平成19年５月15日

（注）６
15 9,248 750 507,150 750 497,150

平成19年12月１日　

（注）７
9,248 18,496 － 507,150 － 497,150

平成20年６月25日　

（注）８
10 18,506 250 507,400 250 497,400

　（注）１．株式分割（１：30）

２．有償第三者割当増資

主な割当先：株式会社桑木組、海﨑功太、小林清、他３社、18名

発行価格　　114,000円

発行価額　　100,000円

資本組入額　 50,000円

３．有償一般募集

発行価格　　114,000円

発行価額　　100,000円

資本組入額　 50,000円

４．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集）

発行価格　　470,000円

引受価額　　434,750円

資本組入額　217,375円

払込金総額　869,500千円

５．ストック・オプションの権利行使

発行価格　　100,000円

資本組入額 　50,000円

払込金総額　　　300千円

６．ストック・オプションの権利行使

発行価格　　100,000円

資本組入額　 50,000円

払込金総額　　1,500千円

７．株式分割（１：２）

８．ストック・オプションの権利行使

発行価格　　 50,000円

資本組入額　 25,000円

払込金総額　　  500千円
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（５）【所有者別状況】

　 平成20年８月31日現在

区分

株式の状況（1単元の株式数－株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他
の法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 6 13 17 19 － 674 729 －

所有株式数

（株）
－ 1,233 370 1,105 1,021 － 14,777 18,506 －

所有株式数の

割合（％）
－ 6.67 2.00 5.97 5.52 － 79.84 100.00 －

（６）【大株主の状況】

　 平成20年８月31日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数（株）
発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

前田　俊一 鹿児島県出水市 10,045 54.28

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８－11 932 5.04

前田　美佐子　 鹿児島県出水市　 840 4.54

株式会社ドリームインキュベー

タ 

東京都目黒区上目黒２丁目１－１中目黒GT

タワー14F 
440 2.38

レオス・キャピタルワークス株

式会社

東京都千代田区一番町17－６　一番町MSビ

ル 
322 1.74

前田　良子 鹿児島県出水市 300 1.62

ユービーエス　エージー　ロンド

ン　アカウント　アイピービー　

セグリゲイテッド　クライアン

ト　アカウント

（常設代理人　シティバンク銀

行株式会社　証券業務部）

ＡＥＳＣＨＥＮＶＯＲＳＴ　ＡＤＴ　４８　

ＣＨ－４００２　ＢＡＳＥＬ　ＳＷＩＴＺＥ

ＲＬＡＮＤ

（東京都品川区東品川２丁目３－14）

292 1.58

バンク　オブ　ニユーヨーク　

ジーシーエム　クライアント　ア

カウンツ　イー　アイエルエム

（常設代理人　株式会社三菱東

京ＵＦＪ銀行　決済事業部）

ＭＥＲＲＩＬＬ　ＬＹＮＣＨ　ＦＩＮＡＮＣ

ＩＡＬ　ＣＥＮＴＲＥ　２　ＫＩＮＧ　ＥＤＷ

ＡＲＤ　ＳＴＲＥＥＴ　ＬＯＮＤＯＮ　ＥＣ

１Ａ　１ＨＱ　Ｕ．Ｋ．

 （東京都千代田区丸の内２丁目７－１）

281 1.52

五十嵐　光栄　 鹿児島県出水市　 228 1.23

前田　務 鹿児島県出水市 200 1.08

計 － 13,880 75.00
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年８月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式   18,506 18,506 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 18,506 － －

総株主の議決権 － 18,506 －

②【自己株式等】

　 平成20年８月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －
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（８）【ストックオプション制度の内容】

　当社は、新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。当該制度は、旧商法第280条ノ20

及び第280条ノ21の規定に基づき新株予約権を発行する方法によるものであり、以下のとおりであります。

①平成16年10月25日定時株主総会決議

決議年月日 平成16年10月25日

付与対象者の区分及び人数

第１回新株予約権

当社取締役４名及び監査役１名

（注）１

第２回新株予約権

当社取締役１名及び従業員28名

（注）２

第３回新株予約権

当社監査役１名及び従業員４名

（注）３

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 800株を上限とする。

新株予約権の行使時の払込金額 「（２）新株予約権等の状況」に記載しております。

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 同上

　（注）１．平成16年10月25日開催の取締役会決議により、当社取締役４名及び当社監査役１名に付与いたしましたが、取

締役の権利放棄、退任及び権利行使により平成20年10月31日現在では、当社取締役２名及び当社監査役１名

となっております。

２．平成17年6月15日開催の取締役会決議により、当社取締役１名及び当社従業員28名に付与いたしましたが、従

業員の退職及び権利行使等により平成20年10月31日現在では、当社取締役１名及び当社従業員19名となって

おります。

３．平成17年10月13日開催の取締役会決議により、当社監査役１名及び当社従業員４名に付与いたしましたが、

役員の異動により平成20年10月31日現在では、当社取締役１名、当社監査役1名及び当社従業員３名となって

おります。
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②平成17年11月19日定時株主総会決議

決議年月日 平成17年11月19日

付与対象者の区分及び人数

第４回新株予約権

当社取締役３名、監査役１名及び従業員33名

（注）１

第５回新株予約権

当社従業員21名

 （注）２

第６回新株予約権

当社従業員１名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 100株を上限とする。

新株予約権の行使時の払込金額 「（２）新株予約権等の状況」に記載しております。

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 同上

　（注）１．平成18年1月18日開催の取締役会決議により、当社取締役３名、当社監査役１名及び当社従業員33名に付与い

たしましたが、役員の異動及び従業員の退職等により平成20年10月31日現在では、当社取締役３名、当社監査

役１名及び当社従業員24名となっております。

２．平成18年4月10日開催の取締役会決議により、当社従業員21名に付与いたしましたが、役員の異動及び従業員

の退職等により平成20年10月31日現在では、当社取締役１名及び当社従業員12名となっております。

③平成19年４月11日臨時株主総会決議

決議年月日 平成19年４月11日

付与対象者の区分及び人数
第７回新株予約権

当社取締役４名及び従業員27名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 200株を上限とする。

新株予約権の行使時の払込金額 「（２）新株予約権等の状況」に記載しております。

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 同上
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　該当事項はありません。

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　該当事項はありません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　該当事項はありません。

３【配当政策】

　当社は、現在、事業成長に向けた設備投資を優先しているため、配当を実施しておりませんが、株主の皆様に対する利

益還元につきましては重要な経営課題と認識しております。

 今後の配当につきましては、株主への利益還元と事業成長に必要な資金のバランスを考慮し、当社の事業規模や収益

規模が安定配当を実施できると判断される適切な時期に配当による利益還元を実施することを基本方針としており

ます。

　当社は、配当を行う場合には、年１回の期末配当を行うことを基本方針としており、この期末配当の決定機関は、株主

総会であります。

　当事業年度の配当につきましては、事業成長へ向けた設備投資と財務体質強化のための内部留保の充実を図り、無配

といたしております。

　なお、当社は、取締役会の決議によって、毎年２月末日を基準日として中間配当をすることができる旨を定款に定め

ております。

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第17期 第18期 第19期 第20期 第21期

決算年月 平成16年８月 平成17年８月 平成18年８月 平成19年８月 平成20年８月

最高（円） － － － 1,140,000
501,000

□394,000

最低（円） － － － 360,000
344,000

□192,000

　（注）１．最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。

なお、平成18年12月26日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該

当事項はありません。

　　　　２．□印は、株式分割（平成19年12月１日、１株→２株）による権利落ち後の最高・最低株価を示しております。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成20年３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月

最高（円） 380,000 354,000 394,000 384,000 342,000 310,000

最低（円） 309,000 279,000 314,000 325,000 223,000 240,000

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

代表取締役

社長
　 前田　俊一 昭和41年11月20日生

昭和62年４月 マルマヱ工業（個人）入社

昭和63年10月 マルマヱ工業㈲（現当社）設

立、取締役就任

平成13年４月 当社専務取締役就任

平成15年８月 当社代表取締役社長就任（現

任）

（注）２ 10,045

取締役 営業部長 海﨑　功太 昭和48年２月18日生

平成５年４月 岩崎技研㈱入社

平成５年12月 ㈱湖東製作所入社

平成11年８月 マルマヱ工業㈲（現当社）入

社

平成16年４月 当社営業部長

平成16年10月 当社取締役営業部長就任

平成17年６月 当社取締役精密加工部長就任

平成20年11月 当社取締役営業部長就任

（現任）

（注）２ 30

取締役 経営企画室長 藤山　敏久 昭和40年６月２日生

平成元年４月 マグブロス㈱入社

平成５年３月 ㈱フジヤマ入社

平成14年４月 同社代表取締役副社長就任

平成16年11月 当社取締役就任

平成17年６月 当社取締役経営企画室長就任

（現任）

（注）２ 3

取締役 財務部長 田畑　耕二 昭和29年10月15日生

昭和54年４月 ㈱ニューヨーカー（現㈱ダイ

ドーリミテッド）入社

昭和62年11月 松本会計事務所入所

平成４年４月 ㈱南日本情報処理センター入

社

平成12年９月 ㈱綜合経営コンサルタント入

社

平成17年９月 当社入社

平成17年10月 当社管理部長

平成17年11月 当社取締役管理部長就任

平成20年11月 当社取締役財務部長就任

（現任）　

（注）２ 2

取締役 品質管理部長  五十嵐　光栄 昭和46年２月22日生 

平成７年４月 ホーチキ㈱入社

平成18年４月 当社入社

平成18年５月 当社品質管理部長兼品質管理

課長

平成19年４月 当社取締役品質管理部長兼品

質管理課長

平成20年４月 当社取締役品質管理部長兼関

東事業所長（現任）

（注）２ 228

取締役 　 小林　清 昭和11年10月20日生

昭和34年４月 トヨタ車体㈱入社

昭和62年６月 トヨタ車体㈱取締役（開発担

当）就任

平成２年４月 ㈱トヨタ車体研究所代表取締

役社長就任

平成12年７月 ㈱南光　取締役就任（現任）

平成13年４月 （財）かごしま産業支援セン

ター、プロジェクトマネー

ジャー就任（現任）

平成16年10月 当社監査役就任

平成20年11月 当社取締役就任（現任）

（注）３ 20
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

常勤監査役 　 紫尾　俊一 昭和24年２月27日 

昭和47年４月 株式会社鹿児島銀行　入行

平成７年７月 同行延岡支店　支店長 

平成13年２月 同行阿久根支店　支店長 

平成15年２月 かぎんビジネスサービス株式

会社　出向 

平成18年３月 株式会社みともコンサルタン

ト　入社 

平成19年４月 当社監査役就任（現任） 

（注）４ 2

監査役 　 寺畑　幸雄 昭和29年12月26日生

昭和48年４月 東京国税局入局

昭和57年７月 同局国税調査官

平成５年１月 同局上席国税調査官

平成５年７月 熊本国税局上席国税調査官

平成15年８月 税理士登録

 寺畑幸雄税理士事務所　所長

（現任）

平成17年８月 当社監査役就任（現任）

（注）５ 1

監査役 　 森　毅憲 昭和45年８月８日生

平成13年10月 新日本監査法人東京事務所 入

所

平成17年４月 公認会計士 登録

平成17年８月 森公認会計士事務所開設 所長

 就任（現任）

平成17年10月 税理士 登録

平成19年４月 中小企業診断士 登録

平成20年４月 監査法人かごしま会計プロ

フェッション 社員 就任 （現

任）

平成20年11月 当社監査役就任（現任）

（注）６ －

　 　 　 　 計 　 10,331

　（注）１．取締役小林清は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。また、監査役寺畑幸雄及び森毅憲は、会

社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

２．任期は、平成19年８月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年８月期に係る定時株主総会終結の時まで

であります。

３．任期は、平成20年８月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年８月期に係る定時株主総会終結の時まで

であります。

４．任期は、平成19年４月11日開催の臨時株主総会の終結の時から平成22年８月期に係る定時株主総会終結の時

までであります。

５．任期は、平成18年４月28日開催の臨時株主総会の終結の時から平成21年８月期に係る定時株主総会終結の時

までであります。

６．任期は、平成20年８月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年８月期に係る定時株主総会終結の時まで

であります。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】

（１）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は、法令遵守を基本として、経営の透明性を高め、コーポレート・ガバナンスを有効に機能させるため、経営

環境の厳しい変化に迅速かつ的確に対応できる組織体制と株主重視の公正な経営システムを構築し維持してい

くことが重要な課題であると考えております。

（２）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

①会社の機関及び内部統制等の関係

　会社の機関及び内部統制等の仕組みについては、以下のとおりであります。

②会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織等について

ア．意思決定の仕組み

　当社の意思決定の仕組みは、代表取締役若しくは取締役が取締役会での議案を作成し取締役会での審議の

上、取締役会決議により決定しております。

　取締役会は１名の社外取締役を含む６名の取締役で構成され、代表取締役社長が議長として統括しており

ます。また、当社では毎月開催される定例取締役会に加え、必要に応じて臨時取締役会も開催しており、会社

の業務執行に関する意思決定機関として監査役出席の下、経営の妥当性、効率性及び公正性等について適宜

検討し、法令及び定款に定められた事項、並びに重要な業務に関する事項を決議し、業務執行状況の監督を

行っております。

　経営会議は、経営方針及び経営戦略などに関する審議を行うために設置され、取締役、部長及び所長で構成

されています。取締役会で審議・決議される事項のうち、特に重要なものについては、経営会議においても、

議論を行い、審議の充実を図っております。

イ．内部監査及び監査役監査の状況

　内部監査については、代表取締役社長から任命された品質管理部に所属する内部監査責任者が監査計画を

立案し、内部監査担当者を選任し、定期的に監査を実施し３名体制で行っております。内部監査担当者は、業

務活動全般に関して、運営状況、業務実施の有効性及び正確性、コンプライアンスの遵守状況等について監査

を実施しており、監査結果を内部監査責任者及び代表取締役社長に報告しております。また、内部監査責任者

は、監査役や会計監査人とも連携しながら、業務活動の改善及び適切な運営に向けた助言や勧告を行ってお

ります。

EDINET提出書類

株式会社マルマエ(E01465)

有価証券報告書

39/81



　監査役については、３名で構成されており、うち１名が常勤監査役であります。原則として監査役全員が取

締役会に出席し、取締役の職務執行の監査を実施しております。また、会計監査人や内部監査責任者とも積極

的な情報交換により連携をとっております。

　なお、平成19年11月24日開催の株主総会決議に基づき、監査役会を設け、会社法第２条第16号に定める社外

監査役２名と、常勤監査役１名が、取締役の職務執行につき監査を実施する体制を構築しております。

ウ．会計監査の状況

　当社は三優監査法人と監査契約を締結しており、通常の会計監査に加え、重要な会計課題について随時相談

及び検討を行うとともに、内部統制の充実・強化のための指導を受けております。

　また、業務を執行した公認会計士は、代表社員杉田純、社員吉川秀嗣の２名であり、会計監査業務に係る補助

者は、公認会計士３名であります。なお、継続監査年数については７年以内であるため、記載を省略しており

ます。

　なお、平成19年11月24日開催の定時株主総会終了後、会社法に規定する大会社となり、三優監査法人を会計

監査人として選任しております。

③社外取締役及び社外監査役と提出会社との関係

ア．社外取締役

　当社の社外取締役であります三宅右倖及び小林清とは、三宅右倖が当社株式を30株（平成20年８月31現在

の所有株式数）及び小林清が当社株式を20株（平成20年８月31現在の所有株式数）所有しているほかは、資

本関係、人的関係及び取引関係その他の利害関係はありません。

　なお、当社の社外取締役の三宅右倖は平成20年8月31日付けで取締役を辞任しております。小林清は、平成20

年11月29日開催の定時株主総会の決議により社外監査役を退任し、社外取締役に就任しております。

イ．社外監査役

　当社の社外監査役であります寺畑幸雄及び森毅憲とは、寺畑幸雄が当社株式を１株（平成20年８月31現在

の所有株式数）所有しているほかは、資本関係、人的関係及び取引関係その他の利害関係はありません。

（３）リスク管理体制の整備の状況

　当社では、リスク管理を最も重要な経営課題として位置づけており、当社固有のリスクを十分認識した上で、

様々なリスクに対して事前に適切な対応策を講じることにより組織的な対応を行っております。

　当社では、経営会議において代表取締役社長及び各取締役が法令遵守や個人情報保護について確認しており、月

２回以上行われる課長会議においても各課長の意識向上を図っております。また、従業員に対しては、個人情報保

護やインサイダー取引規制等のコンプライアンスに関する教育を随時行い、周知徹底を図っております。

　当社は外部の顧問弁護士として照国総合法律事務所と顧問契約を締結しており、必要に応じて法令遵守のため

に必要な助言を受けており、法律面における経営上の問題が発生しないよう努めております。

（４）役員報酬の内容

　当事業年度（自　平成19年９月１日　至　平成20年８月31日）において取締役及び監査役に支払われた報酬は以

下のとおりであります。

取締役６名に支払った報酬 37,820千円（うち社外取締役１名　1,800千円）

監査役３名に支払った報酬 9,120千円（うち社外監査役１名　1,800千円）

計 46,940千円　

（５）監査報酬の内容

　当事業年度（自　平成19年９月１日　至　平成20年８月31日）において三優監査法人と締結した監査契約に基づ

く監査証明に係る報酬は以下のとおりであります。

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬　 11,350千円

（上記金額には消費税等は含まれておりません。）

上記以外の報酬　　　 ― 千円

（６）社外役員及び会計監査人との責任限定契約の内容

　当社定款において、会社法第427条第１項の規定により、当社と社外取締役及び社外監査役との間に、同法第423

条第１項の賠償責任を限定する契約を締結できる規定を設けております。当社は、当該定款規定により、社外取締

役三宅右倖及び小林清並びに社外監査役寺畑幸雄及び森毅憲との間で責任限定契約を結んでおります。当該契約

に基づく責任の限度額は、360万円以上であらかじめ定めた金額又は法令が規定する額のいずれか高い額として

おります。

　また同様に、会社法第427条第１項の規定により、当社と会計監査人との間に、同法第423条第１項の賠償責任を

限定する契約を締結しております。当社は、当該定款規定により、会計監査人との間で責任限定契約を結ぶ予定で

あります。責任限定契約の概要は会計監査人がその契約の履行に伴い当社が損害を蒙った場合、悪意又は重大な
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過失があったときを除き、法令が規定する額をもって損害賠償責任限度額としております。

（７）取締役の定数

　　当社定款において当社の取締役は６名以内と定めております。

（８）取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めております。また、取締役の選任決議は、累積投票に

よらない旨も定款に定めております。 

（９）取締役会への権限委譲の内容

　当社定款において、次のように取締役会への権限委譲を定めております。

　①自己株式取得の決定機関

　当社は自己株式の取得について、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって市場取引等によ

り自己の株式を取得することができる旨を定款に定めております。これは、経営環境の変化に対応した機動的な

資本政策を遂行できるようにするためであります。

　②取締役の責任免除の決定機関

　当社は、取締役の責任免除について、会社法第426条第１項の規定により、任務を怠ったことによる取締役（取締

役であった者を含む。）の損害賠償責任を、法令の限度において、取締役会の決議によって免除することができる

旨を定款に定めております。これは取締役が期待された役割を十分発揮できるよう、取締役の責任を軽減するた

めであります。

　③監査役の責任免除の決定機関

　当社は、監査役の責任免除について、会社法第426条第１項の規定により、任務を怠ったことによる監査役（監査

役であった者を含む。）の損害賠償責任を、法令の限度において、取締役会の決議によって免除することができる

旨を定款に定めております。これは監査役が期待された役割を十分発揮できるよう、監査役の責任を軽減するた

めであります。

　④中間配当

　当社は、取締役会の決議によって毎年２月末日を基準日として中間配当を行うことができる旨を定款に定めて

おります。これは株主への柔軟な利益還元を可能とするためであります。

（10）株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主

の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めており

ます。これは、株主総会の特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とし

ております。
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第５【経理の状況】

１．財務諸表の作成方法について

　当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　第20期事業年度（平成18年９月１日から平成19年８月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、第21期事業

年度（平成19年９月１日から平成20年８月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、旧証券取引法第193条の２の規定に基づき、第20期事業年度（平成18年９月１日から平成19年８月31日ま

で）の財務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第21期事業年度（平成19年９

月１日から平成20年８月31日まで）の財務諸表について、三優監査法人により監査を受けております。

３．連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。
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１【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

　 　
第20期

（平成19年８月31日）
第21期

（平成20年８月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部） 　       

Ⅰ　流動資産 　       

１．現金及び預金 　  596,946   342,471  

２．受取手形 ※２  211,082   276,802  

３．売掛金 　  102,811   290,299  

４．製品 　  9,095   13,764  

５．原材料 　  1,437   1,841  

６．未着品　 　  －   25,720  

７．仕掛品 　  28,520   419,384  

８．前渡金 　  －   19,211  

９．前払費用 　  4,952   12,158  

10．繰延税金資産 　  7,614   19,104  

11. 未収入金　 　  －   94,629  

12．未収消費税等　　 　  －   56,121  

 13. その他 　  5,221   3,081  

    貸倒引当金 　  △201   △364  

流動資産合計 　  967,481 40.5  1,574,226 36.5

Ⅱ　固定資産 　       

１．有形固定資産 　       

(1）建物 ※１ 389,366   745,265   

減価償却累計額 　 42,573 346,792  75,925 669,339  

(2）構築物 ※１ 27,822   59,640   

減価償却累計額 　 8,079 19,743  14,947 44,692  

(3）機械及び装置 ※１ 1,001,852   1,918,193   

減価償却累計額 　 351,358 650,494  600,554 1,317,639  

(4）車両運搬具 　 24,875   34,348   

減価償却累計額 　 11,308 13,566  20,272 14,075  

(5）工具器具及び備品 　 15,055   26,243   

減価償却累計額 　 7,809 7,246  12,585 13,658  

(6）土地 ※１  369,507   487,284  

(7）建設仮勘定 　  1,857   177,306  

有形固定資産合計 　  1,409,207 58.9  2,723,996 63.0
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第20期

（平成19年８月31日）
第21期

（平成20年８月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

２．無形固定資産 　       

(1）ソフトウエア 　  9,125   15,418  

(2）ソフトウエア仮勘定 　  956   －  

(3）その他 　  －   270  

無形固定資産合計 　  10,082 0.4  15,688 0.4

３．投資その他の資産 　       

(1）出資金 　  101   101  

(2）従業員長期貸付金 　  －   3,185  

(3）長期前払費用 　  4,662   －  

(4）差入保証金 　  138   238  

投資その他の資産合
計

　  4,901 0.2  3,524 0.1

固定資産合計 　  1,424,191 59.5  2,743,209 63.5

資産合計 　  2,391,672 100.0  4,317,436 100.0

　 　       

（負債の部） 　       

Ⅰ　流動負債 　       

１．支払手形 　  46,439   33,738  

２．買掛金 　  15,939   315,115  

３．短期借入金 　  －   200,000  

４．１年以内返済予定長
期借入金

※１  147,856   319,216  

５．未払金 　  12,449   156,349  

６．未払費用 　  15,513   27,875  

７．未払法人税等 　  67,694   45,546  

８．未払消費税等 　  9,911   －  

９．前受金 　  5,246   －  

10．預り金 　  1,290   3,505  

11．賞与引当金 　  1,382   6,000  

12．受注損失引当金 　  10,000   32,000  

13. その他　 　  －   1,875  

流動負債合計 　  333,723 14.0  1,141,221 26.4
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第20期

（平成19年８月31日）
第21期

（平成20年８月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅱ　固定負債 　       

１．長期借入金 ※１  679,768   1,795,102  

２．繰延税金負債 　  63,411   52,516  

固定負債合計 　  743,179 31.0  1,847,618 42.8

負債合計 　  1,076,903 45.0  2,988,839 69.2

　 　       

（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１．資本金 　  507,150 21.2  507,400 11.8

２．資本剰余金 　       

(1）資本準備金 　 497,150   497,400   

資本剰余金合計 　  497,150 20.8  497,400 11.5

３．利益剰余金 　       

(1）利益準備金 　 500   500   

(2）その他利益剰余金 　       

特別償却準備金 　 92,763   74,948   

繰越利益剰余金 　 217,205   242,473   

利益剰余金合計 　  310,469 13.0  317,921 7.4

株主資本合計 　  1,314,769 55.0  1,322,721 30.7

Ⅱ　新株予約権 　  － －  5,875 0.1

純資産合計 　  1,314,769 55.0  1,328,596 30.8

負債純資産合計 　  2,391,672 100.0  4,317,436 100.0
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②【損益計算書】

　 　
第20期

（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

第21期
（自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 　  1,074,106 100.0  1,170,583 100.0

Ⅱ　売上原価 　       

１．製品期首たな卸高 　 4,527   9,095   

２．当期製品製造原価 　 785,182   965,125   

合計 　 789,709   974,221   

３．他勘定振替高 ※１ 3,260   7,270   

４．製品期末たな卸高 　 9,095 777,353 72.4 13,764 953,186 81.4

売上総利益 　  296,753 27.6  217,397 18.6

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　       

１. 役員報酬 　 42,290   47,828   

２．給与手当 　 36,922   55,878   

３．福利厚生費 　 10,231   14,447   

４. 賞与引当金繰入額 　 235   966   

５．旅費交通費 　 16,416   26,126   

６．減価償却費 　 4,084   5,993   

７．支払手数料 　 27,241   53,604   

８．租税公課 　 9,372   16,958   

９．貸倒引当金繰入額 　 －   163   

10．その他 　 29,555 176,350 16.4 35,296 257,262 22.0

営業利益又は営業損
失（△）

　  120,402 11.2  △39,864 △3.4

Ⅳ　営業外収益 　       

１．受取利息 　 490   1,228   

２．受取配当金 　 2   2   

３．受取助成金 　 3,750   1,025   

４．保険差益 　 －   455   

５．受取手数料　 　 －   410   

６．その他 　 1,215 5,458 0.5 335 3,457 0.3

Ⅴ　営業外費用 　       

１．支払利息 　 16,087   20,444   

２．株式交付費 　 10,727   －   

３．株式公開関連費用 　 9,057   －   

４．支払手数料 　 －   5,690   

５. その他　 　 198 36,070 3.3 2,664 28,799 2.5

経常利益又は経常損
失（△）

　  89,790 8.4  △65,206 △5.6
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第20期

（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

第21期
（自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅵ　特別利益 　       

１．貸倒引当金戻入益 　 42      

２．補助金収入 　 21,024   92,325   

３．固定資産売却益 ※２　 2,264   －   

４．保険解約益 　 － 23,330 2.1 3,869 96,194 8.2

Ⅶ　特別損失 　       

１．固定資産除却損 ※３ 174   2,814   

２．損害賠償損失 　 2,378 2,553 0.2 － 2,814 0.2

税引前当期純利益 　  110,567 10.3  28,173 2.4

法人税、住民税及び事
業税

　 64,012   45,077   

法人税等還付額 　 △9,354   △1,970   

法人税等調整額 　 △16,321 38,336 3.6 △22,384 20,721 1.8

当期純利益 　  72,231 6.7  7,452 0.6
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製造原価明細書

　 　
第20期

（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

第21期
（自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費 　 101,994 13.2 416,988 30.8

Ⅱ　労務費 ※２ 190,554 24.7 252,289 18.6

Ⅲ　経費 ※３ 479,716 62.1 686,712 50.6

（うち外注費） 　 (174,476)  (173,673)  

（うち減価償却費） 　 (179,035)  (303,893)  

当期総製造費用 　 772,265 100.0 1,355,990 100.0

期首仕掛品たな卸高 　 41,437  28,520  

合計 　 813,702  1,384,510  

期末仕掛品たな卸高 　 28,520  419,384  

当期製品製造原価 　 785,182  965,125  

　 　     

　（注）１　原価計算の方法は、個別原価計算によっております。

※２　労務費には賞与引当金繰入額を前事業年度1,146千円、当事業年度5,034千円含めております。

※３　経費には受注損失引当金繰入額を前事業年度7,800千円、当事業年度22,000千円含めております。
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③【株主資本等変動計算書】

第20期（自　平成18年９月１日　至　平成19年８月31日）

 

株主資本

純資産
合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計資本

準備金
資本剰余
金合計

利益
準備金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計特別償却

準備金
繰越利益
剰余金

平成18年８月31日残高
（千円）

71,500 61,500 61,500 500 107,452 130,285 238,238 371,238 371,238

事業年度中の変動額          

  新株の発行 435,650 435,650 435,650    － 871,300 871,300

特別償却準備金の取
崩

    △14,688 14,688 － － －

当期純利益      72,231 72,231 72,231 72,231

事業年度中の変動額合
計（千円）

435,650 435,650 435,650 － △14,688 86,920 72,231 943,531 943,531

平成19年８月31日残高
（千円）

507,150 497,150 497,150 500 92,763 217,205 310,469 1,314,769 1,314,769

第21期（自　平成19年９月１日　至　平成20年８月31日）

 

株主資本  

純資産
合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

新株
予約権　資本

準備金
資本剰余
金合計

利益
準備金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計特別償却

準備金
繰越利益
剰余金

平成19年８月31日残高
（千円）

507,150 497,150 497,150 500 92,763 217,205 310,469 1,314,769 － 1,314,769

事業年度中の変動額           

  新株の発行 250 250 250    － 500  500

特別償却準備金の取
崩

    △17,815 17,815 － －  －

当期純利益      7,452 7,452 7,452  7,452

株主資本以外の項目
の事業年度中の変動
額（総額）　

        5,875 5,875

事業年度中の変動額合
計（千円）

250 250 250 － △17,815 25,267 7,452 7,952 5,875 13,827

平成20年８月31日残高
（千円）

507,400 497,400 497,400 500 74,948 242,473 317,921 1,322,721 5,875 1,328,596
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④【キャッシュ・フロー計算書】

　 　
第20期

（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

第21期
（自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー 　   

税引前当期純利益 　 110,567 28,173

減価償却費 　 183,119 309,886

固定資産売却益 　 △2,264 －

固定資産除却損 　 174 2,814

貸倒引当金の増減額 　 △42 163

賞与引当金の増減額 　 △2,683 4,618

受注損失引当金の増減額 　 7,800 22,000

株式報酬費用　 　 － 5,875

受取利息及び配当金 　 △492 △1,230

支払利息 　 16,087 20,444

為替差益 　 － △6,400

株式交付費 　 10,727 －

売上債権の増減額 　 51,917 △253,208

たな卸資産の増減額 　 7,576 △421,658

仕入債務の増減額 　 △19,211 286,474

未収消費税等の増減額 　 14,983 △56,121

未払消費税等の増減額 　 9,911 △9,911

その他 　 1,973 △86,915

小計 　 390,145 △154,997

利息及び配当金の受取額 　 492 1,207

利息の支払額 　 △15,772 △23,203

法人税等の還付による収入 　 9,354 3,051

法人税等の支払額 　 △6,337 △65,840

営業活動によるキャッシュ・フロー 　 377,881 △239,781
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第20期

（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

第21期
（自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー 　   

有形固定資産の取得による支出 　 △466,678 △1,496,282

有形固定資産の売却による収入 　 44,712 －

無形固定資産の取得による支出 　 △7,556 △7,389

従業員長期貸付金の貸付による支出 　 － △30,000

従業員長期貸付金の回収による収入 　 － 25,383

投資活動によるキャッシュ・フロー 　 △429,522 △1,508,288

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー 　   

短期借入金による収入　 　 － 400,000

短期借入金の返済による支出 　 △30,000 △200,000

長期借入金の借入れによる収入　 　 － 1,500,000

長期借入金の返済による支出 　 △416,076 △213,306

株式の発行による収入 　 860,572 500

財務活動によるキャッシュ・フロー 　 414,496 1,487,194

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 　 － 6,400

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額 　 362,856 △254,475

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 　 234,090 596,946

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 ※ 596,946 342,471
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重要な会計方針

項目
第20期

（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

第21期
（自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日）

１．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

製品、仕掛品

個別法による原価法

製品、仕掛品、未着品

同左

 原材料

移動平均法による原価法

原材料

同左

２．固定資産の減価償却の方

法

有形固定資産

建物（附属設備を除く）……定額法

  上記以外………………………定率法

  なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

建物　　　　　３年～34年

機械及び装置　２年～13年

（会計処理方法の変更）  

  当期より、法人税法の改正に伴い、平

成19年４月１日以降取得の有形固定資

産については、改正法人税法に規定する

償却方法により減価償却費を計上して

おります。  

  なお、この変更による損益への影響は

軽微であります。   

有形固定資産

建物（附属設備を除く）……定額法

  上記以外………………………定率法

  なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

建物　　　　　３年～34年

機械及び装置　２年～13年

　

　

 無形固定資産

自社利用目的のソフトウエア

　社内における見込利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっております。

無形固定資産

同左

　

３．繰延資産の処理方法 株式交付費

支出時に全額費用として処理しており

ます。 

株式交付費

　　　　　　　同左

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

  債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

 (2）賞与引当金

  従業員の賞与の支払いに備えるた

め、支給見込額のうち当期に負担すべ

き金額を計上しております。

(2）賞与引当金

同左

 (3）受注損失引当金

  受注契約に係る将来の損失の発生

に備えるため、当期末における受注契

約に係る損失見込額を計上しており

ます。

(3）受注損失引当金

同左
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項目
第20期

（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

第21期
（自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日）

５．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

同左

６．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の到来する

短期投資からなっております。

同左

７．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の処理方法

税抜方式によっております。

消費税等の処理方法

同左

会計処理方法の変更

第20期
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

第21期
（自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日）

製品にかかる荷造運賃は、従来、販売費及び一般管理費

として処理しておりましたが、当期より売上原価に計上

しております。　 

これは、液晶関連製造装置部品の大型化等により、売上

高との個別対応関係が強い荷造運賃の金額的重要性が高

まってきたことを契機に費用収益の対応をより適切に図

るため原価計算制度をより一層精緻化したことに伴い変

更したものであります。　 

この変更により、従来と同一の方法によった場合に比

べ売上原価は28,403千円増加し、売上総利益は同額減少し

ますが、販売費及び一般管理費が29,237千円減少するた

め、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が834千円

増加しております。  

―――――――――――――――
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表示方法の変更

第20期
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

第21期
（自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日）

―――――――――――――――

　　　　　

（貸借対照表）

1．前期まで流動資産の「その他」に含めて表示しており

ました「未収入金」は、資産の総額の100分の1を超えた

ため区分揚記しております。

　なお、前期における「未収入金」の金額は2,305千円で

あります。 

（損益計算書） 

１．前期まで販売費及び一般管理費の「その他」に含め

て表示しておりました「租税公課」は、販売費及び一般

管理費の合計額の100分の５を超えたため区分掲記して

おります。

　なお、前期における「租税公課」の金額は7,038千円で

あります。 　

２．前期まで区分掲記しておりました「荷造運賃」（当

期213千円）は販売費及び一般管理費の合計額の100分

の５以下になったため、販売費及び一般管理費「その

他」に含めて表示しております。　

（損益計算書）

1．前期まで営業外収益の「その他」に含めて表示してお

りました「保険差益」は、営業外収益の合計額の100分

の10を超えたため区分揚記しております。

　なお、前期における「保険差益」の金額は163千円であ

ります。 

　

追加情報

第20期
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

第21期
（自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日）

 重要な設備投資

１．平成19年５月15日の取締役会において太陽電池分

野における製造装置の大型化と液晶分野における第10

世代ガラス基板の製造装置に対応するため大型高精度

加工機械を導入する旨を決議しました。なお、平成19年

９月３日の取締役会において投資予算及び導入時期を

変更し、下記のとおりとなっております。

①　投資予算（変更前）：620百万円

　　　　　　（変更後）：890百万円

　　　　　  （既支出額 　60百万円）

②　導入時期

着工時期：平成19年10月（変更前 平成19年８月）

完成予定：平成20年６月（変更前 平成20年９月）

 重要な設備投資

１．平成20年7月16日の取締役会において、製造装置

メーカーからの更なる需要拡大及び大型化要望に対応

するため、当社熊本事業所敷地内及び本社隣接地に加工

工場を増設し、大型溶接装置を導入する旨を決議いたし

ました。

① 投資内容及び投資予算

　 熊本事業所　　380百万円（既支出額　12百万円）

　 本社隣接地　　850百万円（既支出額 132百万円）

② 導入時期

   ＜熊本事業所＞

　　 着工時期 平成20年７月

　 　竣工時期 平成20年９月

　　 稼動時期 平成20年10月

 　＜本社隣接地＞

　 　着工時期 平成21年１月

　　 竣工時期 平成21年３月

　　 稼動時期 平成21年６月　
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注記事項

（貸借対照表関係）

第20期
（平成19年８月31日）

第21期
（平成20年８月31日）

※１．担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりであります。

※１．担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりであります。

担保資産 　 　

建物 206,627千円 (201,372千円)

構築物 8,024千円 (  7,177千円)

機械及び装置 293,790千円 (293,790千円)

土地 86,299千円 ( 68,250千円)

合計 594,741千円 (570,590千円)

担保付債務 　 　

１年以内返済予定

長期借入金
58,176千円 ( 38,976千円)

長期借入金 456,908千円 (307,662千円)

合計 515,084千円 (346,638千円)

担保資産 　 　

建物 669,339千円 (587,122千円)

構築物 44,692千円 (44,019千円)

機械及び装置 841,079千円 (841,079千円)

土地 487,284千円 (351,457千円)

合計 2,042,396千円 (1,823,678千円)

担保付債務 　 　

１年以内返済予定

長期借入金
147,496千円 (98,976千円)

長期借入金 1,784,412千円 (1,183,686千円)

合計 1,931,908千円 (1,282,662千円)

上記のうち（　）内書は工場財団抵当並びに当該債

務を示しております。

上記のうち（　）内書は工場抵当並びに当該債務を

示しております。

※２．　　　　　　  ────── ※２．期末日満期手形

期末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもっ

て決済処理をしております。なお、当期末日は金融機

関の休日であったため、次の期末日満期手形が当期

末残高に含まれております。

受取手形　　 30,375千円

　３．　　　　　　  ────── ３．当社は「装置組立事業」に係わる運転資金の効率

的な調達を行うため、取引銀行１行と当座貸越契約

を締結しております。この契約に基づく当事業年度

末の借入未実行残高は次の通りであります。

当座貸越極度額 500,000千円
借入実行残高 200,000千円
差引額　 300,000千円
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（損益計算書関係）

第20期
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

第21期
（自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日）

※１．他勘定振替高は有形固定資産1,756千円、製造経費

1,504千円であります。

※１．他勘定振替高は有形固定資産6,693千円、製造経費

577千円であります。

※２．固定資産売却益は、土地2,264千円であります。 ※２．　　　　―――――――――――

※３．固定資産除却損は、ソフトウエア174千円でありま

す。

※３．固定資産除却損は、構築物2,341千円、工具器具備品

473千円であります。

（株主資本等変動計算書関係）

第20期（自　平成18年９月１日　至　平成19年８月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

　
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

発行済株式     

普通株式 7,230 2,018 － 9,248

合計 7,230 2,018 － 9,248

 （注）普通株式の発行株式総数の増加2,018株は有償一般募集による新株の発行による増加2,000株と新株予約権の権利

行使による新株の発行による増加18株であります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権

の目的とな

る株式の種

類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当事業年度

末残高

（千円）
前事業

年度末

当事業

年度増加

当事業

年度減少

当事業

年度末

 提出会社  ストック・オプションとして

の新株予約権
 －  －  －  －  － －

 合計  －  －  －  －  － －

（注）上記の内容については、（ストック・オプション等関係）に記載しております。 

第21期（自　平成19年９月１日　至　平成20年８月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

　
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

発行済株式     

普通株式 9,248 9,258 － 18,506

合計 9,248 9,258 － 18,506

 （注）普通株式の発行済株式総数の増加9,258株は、平成19年12月１日付の普通株式１株につき２株の割合の株式分割に

よる増加9,248株と新株予約権の権利行使による新株の発行による増加10株であります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権

の目的とな

る株式の種

類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当事業年度

末残高

（千円）
前事業

年度末

当事業

年度増加

当事業

年度減少

当事業

年度末

 提出会社  ストック・オプションとして

の新株予約権
 － －　 －　 　－ －　 5,875

 合計  － －　 － － － 5,875

（注）上記の内容については、（ストック・オプション等関係）に記載しております。 
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（キャッシュ・フロー計算書関係）

第20期
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

第21期
（自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日）

※現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

（平成19年８月31日現在）

※現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

（平成20年８月31日現在）

現金及び預金 596,946千円

現金及び現金同等物 596,946千円

現金及び預金    342,471千円

現金及び現金同等物    342,471千円

（リース取引関係）

第20期
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

第21期
（自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

　
取得価額相
当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高相
当額
（千円）

機械及び装置 131,350 23,911 107,438

合計 131,350 23,911 107,438

　
取得価額相
当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高相
当額
（千円）

機械及び装置 131,350 42,675 88,674

合計 131,350 42,675 88,674

(2）未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

(2）未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

１年内 17,866千円

１年超 91,100千円

合計 108,966千円

１年内 18,382千円

１年超 72,823千円

合計       91,206千円

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 20,524千円

減価償却費相当額 18,764千円

支払利息相当額 3,093千円

支払リース料 20,524千円

減価償却費相当額      18,764千円

支払利息相当額    2,610千円

(4）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

(5）利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

(5）利息相当額の算定方法

同左

（減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありません。

（減損損失について）

同左
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（有価証券関係）

第20期（自　平成18年９月１日　至　平成19年８月31日）

　該当事項はありません。

第21期（自　平成19年９月１日　至　平成20年８月31日）

　該当事項はありません。

（デリバティブ取引関係）

第20期（自　平成18年９月１日　至　平成19年８月31日）

　デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。

第21期（自　平成19年９月１日　至　平成20年８月31日）

　デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。

（退職給付関係）

第20期（自　平成18年９月１日　至　平成19年８月31日）

　該当事項はありません。

第21期（自　平成19年９月１日　至　平成20年８月31日）

　該当事項はありません。
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（ストック・オプション等関係）

第20期（自　平成18年９月１日　至　平成19年８月31日）

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

（１）ストック・オプションの内容

　
第１回

平成16年ストック・オプション
第２回

平成16年ストック・オプション

付与対象者の区分及び数 当社取締役４名及び監査役１名 当社取締役１名及び従業員28名

ストック・オプション数

（注）
普通株式　650株 普通株式　133株

付与日 平成16年10月26日 平成17年７月１日

権利確定条件

付与日（平成16年10月26日）以降、権利確

定日（平成18年10月25日）まで継続して

勤務していること。

付与日（平成17年７月１日）以降、権利確

定日（平成18年10月25日）まで継続して

勤務していること。

対象勤務期間
自：平成16年10月26日

至：平成18年10月25日

自：平成17年７月１日

至：平成18年10月25日

権利行使期間

自：平成18年10月26日

至：平成26年10月25日

ただし、権利確定後退職した場合は、退職

日まで行使可。

自：平成18年10月26日

至：平成26年10月25日

ただし、権利確定後退職した場合は、退職

日まで行使可。

　（注）　株式数に換算して記載しております。

　
第３回

平成16年ストック・オプション
第４回

平成17年ストック・オプション

付与対象者の区分及び数 当社監査役１名及び従業員４名
当社取締役３名、監査役１名及び従業員33

名

ストック・オプション数

（注）
普通株式　17株 普通株式　63株

付与日 平成17年10月20日 平成18年２月１日

権利確定条件

付与日（平成17年10月20日）以降、権利確

定日（平成18年10月25日）まで継続して

勤務していること。

付与日（平成18年２月１日）以降、権利確

定日（平成19年11月19日）まで継続して

勤務していること。

対象勤務期間
自：平成17年10月20日

至：平成18年10月25日

自：平成18年２月１日

至：平成19年11月19日

権利行使期間

自：平成18年10月26日

至：平成26年10月25日

ただし、権利確定後退職した場合は、退職

日まで行使可。

自：平成19年11月20日

至：平成27年11月19日

ただし、権利確定後退職した場合は、退職

日まで行使可。

　（注）　株式数に換算して記載しております。
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第５回

平成17年ストック・オプション
第６回

平成17年ストック・オプション

付与対象者の区分及び数 当社従業員21名 当社従業員１名

ストック・オプション数

（注）
普通株式　41株 普通株式　３株

付与日 平成18年４月20日 平成18年４月28日

権利確定条件

付与日（平成18年４月20日）以降、権利確

定日（平成19年11月19日）まで継続して

勤務していること。

付与日（平成18年４月28日）以降、権利確

定日（平成19年11月19日）まで継続して

勤務していること。

対象勤務期間
自：平成18年４月20日

至：平成19年11月19日

自：平成18年４月28日

至：平成19年11月19日

権利行使期間

自：平成19年11月20日

至：平成27年11月19日

ただし、権利確定後退職した場合は、退職

日まで行使可。

自：平成19年11月20日

至：平成27年11月19日

ただし、権利確定後退職した場合は、退職

日まで行使可。

　（注）　株式数に換算して記載しております。
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（２）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　第20期において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株

式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

　 　
第１回

平成16年ストック・オプション
第２回

平成16年ストック・オプション

権利確定前 （株）   

前事業年度末 　 500 124

付与 　 － －

失効 　 50 3

権利確定 　 450 121

未確定残 　 － －

権利確定後 （株）   

前事業年度末 　 － －

権利確定 　 450 121

権利行使 　 15 3

失効 　 － 5

未行使残 　 435 113

　 　
第３回

平成16年ストック・オプション
第４回

平成17年ストック・オプション

権利確定前 （株）   

前事業年度末 　 17 56

付与 　 － －

失効 　 － 7

権利確定 　 17 －

未確定残 　 － 49

権利確定後 （株）   

前事業年度末 　 － －

権利確定 　 17 －

権利行使 　 － －

失効 　 － －

未行使残 　 17 －

　 　
第５回

平成17年ストック・オプション
第６回

平成17年ストック・オプション

権利確定前 （株）   

前事業年度末 　 41 3

付与 　 － －

失効 　 1 －

権利確定 　 － －
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第５回

平成17年ストック・オプション
第６回

平成17年ストック・オプション

未確定残 　 40 3

権利確定後 （株）   

前事業年度末 　 － －

権利確定 　 － －

権利行使 　 － －

失効 　 － －

未行使残 　 － －

②　単価情報

　 　
第１回

平成16年ストック・オプション
第２回

平成16年ストック・オプション

権利行使価格 （円） 100,000 100,000

行使時平均株価 （円） 424,524 465,619

公正な評価単価（付与日） （円） － －

　 　
第３回

平成16年ストック・オプション
第４回

平成17年ストック・オプション

権利行使価格 （円） 360,000 421,000

行使時平均株価 （円） － －

公正な評価単価（付与日） （円） － －

　 　
第５回

平成17年ストック・オプション
第６回

平成17年ストック・オプション

権利行使価格 （円） 431,000 431,000

行使時平均株価 （円） － －

公正な評価単価（付与日） （円） － －

第21期（自　平成19年９月１日　至　平成20年８月31日）

１．ストック・オプションに係る当事業年度における費用計上額及び科目名

製造費用　　　　　　　　　　　2,056千円

販売管理費及び一般管理費　　　3,818千円

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

（１）ストック・オプションの内容

　
第１回

平成16年ストック・オプション
第２回

平成16年ストック・オプション

付与対象者の区分及び数 当社取締役４名及び監査役１名 当社取締役１名及び従業員28名

ストック・オプション数

（注）
普通株式　1,300株 普通株式　266株

付与日 平成16年10月26日 平成17年７月１日

権利確定条件

付与日（平成16年10月26日）以降、権利確

定日（平成18年10月25日）まで継続して

勤務していること。

付与日（平成17年７月１日）以降、権利確

定日（平成18年10月25日）まで継続して

勤務していること。

対象勤務期間
自：平成16年10月26日

至：平成18年10月25日

自：平成17年７月１日

至：平成18年10月25日
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第１回

平成16年ストック・オプション
第２回

平成16年ストック・オプション

権利行使期間

自：平成18年10月26日

至：平成26年10月25日

ただし、権利確定後退職した場合は、退職

日まで行使可。

自：平成18年10月26日

至：平成26年10月25日

ただし、権利確定後退職した場合は、退職

日まで行使可。

（注）　上記表に記載された株式数は、平成19年12月１日付株式分割(普通株式１株につき２株)による分割後の株式数

に換算して記載しております。

　
第３回

平成16年ストック・オプション
第４回

平成17年ストック・オプション

付与対象者の区分及び数 当社監査役１名及び従業員４名
当社取締役３名、監査役１名及び従業員33

名

ストック・オプション数

（注）
普通株式　34株 普通株式　126株

付与日 平成17年10月20日 平成18年２月１日

権利確定条件

付与日（平成17年10月20日）以降、権利確

定日（平成18年10月25日）まで継続して

勤務していること。

付与日（平成18年２月１日）以降、権利確

定日（平成19年11月19日）まで継続して

勤務していること。

対象勤務期間
自：平成17年10月20日

至：平成18年10月25日

自：平成18年２月１日

至：平成19年11月19日

権利行使期間

自：平成18年10月26日

至：平成26年10月25日

ただし、権利確定後退職した場合は、退職

日まで行使可。

自：平成19年11月20日

至：平成27年11月19日

ただし、権利確定後退職した場合は、退職

日まで行使可。

（注）　上記表に記載された株式数は、平成19年12月１日付株式分割(普通株式１株につき２株)による分割後の株式数

に換算して記載しております。
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第５回

平成17年ストック・オプション
第６回

平成17年ストック・オプション

付与対象者の区分及び数 当社従業員21名 当社従業員１名

ストック・オプション数

（注）
普通株式　82株 普通株式　６株

付与日 平成18年４月20日 平成18年４月28日

権利確定条件

付与日（平成18年４月20日）以降、権利確

定日（平成19年11月19日）まで継続して

勤務していること。

付与日（平成18年４月28日）以降、権利確

定日（平成19年11月19日）まで継続して

勤務していること。

対象勤務期間
自：平成18年４月20日

至：平成19年11月19日

自：平成18年４月28日

至：平成19年11月19日

権利行使期間

自：平成19年11月20日

至：平成27年11月19日

ただし、権利確定後退職した場合は、退職

日まで行使可。

自：平成19年11月20日

至：平成27年11月19日

ただし、権利確定後退職した場合は、退職

日まで行使可。

（注）　上記表に記載された株式数は、平成19年12月１日付株式分割(普通株式１株につき２株)による分割後の株式数

に換算して記載しております。

　
第７回

平成20年ストック・オプション

付与対象者の区分及び数 当社取締役４名及び従業員27名

ストック・オプション数

（注）
普通株式　200株

付与日 平成20年４月10日

権利確定条件

付与日（平成20年４月10日）以降、権利確

定日（平成22年３月25日）まで継続して

勤務していること。

対象勤務期間
自：平成20年４月11日

至：平成22年３月25日

権利行使期間

自：平成22年３月26日

至：平成30年３月25日

ただし、権利確定後退職した場合は、退職

日まで行使可。

（注）　上記表に記載された株式数は、平成19年12月１日付株式分割(普通株式１株につき２株)による分割後の株式数

に換算して記載しております。
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（２）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　第21期において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株

式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

　 　
第１回

平成16年ストック・オプション
第２回

平成16年ストック・オプション

権利確定前 （株）   

前事業年度末 　 － －

付与 　 － －

失効 　 － －

権利確定 　 － －

未確定残 　 － －

権利確定後 （株）   

前事業年度末 　 870 226

権利確定 　 － －

権利行使 　 － 10

失効 　 － －

未行使残 　 870 216

（注）　上記表に記載された株式数は、平成19年12月１日付株式分割(普通株式１株につき２株)による分割後の株式数

に換算して記載しております。

　 　
第３回

平成16年ストック・オプション
第４回

平成17年ストック・オプション

権利確定前 （株）   

前事業年度末 　 － 98

付与 　 － －

失効 　 － －

権利確定 　 － 98

未確定残 　 － －

権利確定後 （株）   

前事業年度末 　 34 －

権利確定 　 － 98

権利行使 　 － －

失効 　 － －

未行使残 　 34 98

（注）　上記表に記載された株式数は、平成19年12月１日付株式分割(普通株式１株につき２株)による分割後の株式数

に換算して記載しております。
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第５回

平成17年ストック・オプション
第６回

平成17年ストック・オプション

権利確定前 （株）   

前事業年度末 　 80 6

付与 　 － －

失効 　 － －

権利確定 　 80 6

未確定残 　 － －

権利確定後 （株）   

前事業年度末 　 － －

権利確定 　 80 6

権利行使 　 － －

失効 　 16 －

未行使残 　 64 6

（注）　上記表に記載された株式数は、平成19年12月１日付株式分割(普通株式１株につき２株)による分割後の株式数

に換算して記載しております。

　 　
第７回

平成20年ストック・オプション

権利確定前 （株）  

前事業年度末 　 －

付与 　 200

失効 　 －

権利確定 　 －

未確定残 　 200

権利確定後 （株）  

前事業年度末 　 －

権利確定 　 －

権利行使 　 －

失効 　 －

未行使残 　 －

（注）　上記表に記載された株式数は、平成19年12月１日付株式分割(普通株式１株につき２株)による分割後の株式数に

換算して記載しております。
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②　単価情報

　 　
第１回

平成16年ストック・オプション
第２回

平成16年ストック・オプション

権利行使価格 （円） 50,000 50,000

行使時平均株価 （円） － 363,000

公正な評価単価（付与日） （円） － －

　 　
第３回

平成16年ストック・オプション
第４回

平成17年ストック・オプション

権利行使価格 （円） 180,000 210,500

行使時平均株価 （円） － －

公正な評価単価（付与日） （円） － －

　 　
第５回

平成17年ストック・オプション
第６回

平成17年ストック・オプション

権利行使価格 （円） 215,500 215,500

行使時平均株価 （円） － －

公正な評価単価（付与日） （円） － －

　 　
第７回

平成20年ストック・オプション

権利行使価格 （円） 353,430

行使時平均株価 （円） －

公正な評価単価（付与日） （円） 141,005.63

(注) 権利行使価格については、平成19年12月１日付株式分割(普通株式１株につき２株)による調整後の１株当たりの価

格を記載しております。
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３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

　当事業年度において付与された平成20年ストック・オプションについての公正な評価単価の見積方法は以下のとお

りであります。

①　使用した評価技法　　　　　ブラック・ショールズ式

②　主な基礎数値及び見積方法

　 平成20年ストック・オプション

 株価変動性（注）１．  　　　　　　           57.77％

 予想残存期間（注）２．  　　　　　　　　　　　　5.96年

 予想配当（注）３．  　　　　　　　　　　　0 円／株

 無リスク利子率（注）４． 　　　　　　　　　　　　 0.84％

（注）１．平成18年12月26日に東京証券取引所マザーズに上場いたしましたが、公開後の日が浅く、十分な

量の株価情報を収集することが困難であるため、類似する企業に関する株価情報に基づき株価変

動性を見積り、不足する情報量を補い算定しております。

２．十分なデータの蓄積がなく、合理的な見積りが困難であるため、権利行使期間の中間点において行使さ

れるものと推定して見積もっております。

３．平成18年８月期及び平成19年８月期の配当実績によっております。

４．予想残存期間に対応する期間に対応する国債の利回りであります。

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

　基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用しておりま

す。
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（税効果会計関係）

第20期
（平成19年８月31日）

第21期
（平成20年８月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産 （千円）

賞与引当金 550

未払事業税否認 5,475

未払費用否認 75

受注損失引当金 3,980

その他 44

繰延税金資産合計 10,125

繰延税金負債  

特別償却準備金 △63,455

その他 △2,466

繰延税金負債合計 △65,922

繰延税金負債の純額 △55,796

繰延税金資産 （千円）

賞与引当金 2,424

未払事業税否認 3,582

未払費用否認 334

受注損失引当金 12,928

その他 1,793

繰延税金資産合計 21,063

繰延税金負債  

特別償却準備金 △50,804

その他 △3,671

繰延税金負債合計 △54,475

繰延税金負債の純額 △33,412

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 39.8％

（調整）  

交際費 1.1

還付事業税 △5.1

事業税課税免除 △1.2

住民税均等割 3.3

留保金課税 3.9

税額控除 △4.8

法定実効税率変更による影響 △2.1

その他 △0.2

税効果会計適用後の法人税等の負担率 34.7

法定実効税率 　40.4％

（調整）  

交際費 3.7

役員報酬 3.2

還付事業税等 △7.0

住民税均等割 13.1

留保金課税 6.8

株式報酬費用 8.5

外形標準課税 3.3

法定実効税率変更による影響 1.8

その他 △0.2

税効果会計適用後の法人税等の負担率 73.6

３．法定実効税率の変更

　当期に資本金が1億円を超えたことに伴い外形標準課

税の適用を受けることになったため、法定実効税率が前

期の41.1％から39.8％に変更になりました。

　これにより、流動資産の繰延税金資産が177千円減少

し、固定負債の繰延税金負債が2,458千円減少し、法人税

等調整額が2,281千円減少しております。

３．法定実効税率の変更

　当期に出水市の法人税割の税率が前期の12.4％から

14.7％に変更になったため、法定実効税率が前期の

39.8％から40.4％に変更になりました。

　これにより、流動資産の繰延税金資産が283千円増加

し、固定負債の繰延税金負債が779千円増加し、法人税等

調整額が496千円増加しております。

（持分法損益等）

第20期（自　平成18年９月１日　至　平成19年８月31日）

　該当事項はありません。

第21期（自　平成19年９月１日　至　平成20年８月31日）

　該当事項はありません。
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【関連当事者との取引】

第20期（自　平成18年９月１日　至　平成19年８月31日）

該当事項はありません。

第21期（自　平成19年９月１日　至　平成20年８月31日）

該当事項はありません。

（１株当たり情報）

項目
第20期

（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

第21期
（自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日）

１株当たり純資産額 142,167円99銭       71,475円29銭

１株当たり当期純利益 8,394円12銭      402円88銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益

　7,962円01銭 　     383円18銭

　当社は、平成19年12月１日付で、株式１株

につき２株の株式分割を行っております。

　なお、当該株式分割が前期首に行われた

と仮定した場合の１株当たり情報につい

てはそれぞれ以下のとおりとなります。

1株当たり純資産額　　　　71,083円99銭

1株当たり当期純利益　　　 4,196円81銭

潜在株式調整後1株当たり当期純利益

　  　　　　　　　　　　　3,980円13銭

　（注）　１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
第20期

（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

第21期
（自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日）

1株当たり当期純利益   

当期純利益（千円）　 72,231 7,452

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 72,231 7,452

期中平均株式数（株） 8,605 18,497

　   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   

当期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数 467 951

（うち新株予約権） (467) (951)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかっ

た潜在株式の概要

────── 第７回新株予約権　200株

なお、概要は「第４ 提出会社の状

況、１ 株式等の状況、(2) 新株予約

権等の状況」に記載のとおりであ

ります。
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（重要な後発事象）

第20期
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

第21期
（自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日）

１． 新事業に係る重要な事象

　平成19年9月3日の取締役会において、液晶及び太陽電池

製造装置の組立てに取り組み、付帯する装置部品の受注

によってシナジー効果を生み出すことにより、将来の収

益拡大を図るために新たな事業である液晶及び太陽電池

装置の「装置組立事業」を開始する旨を決議しました。

（1）新たな事業の内容

　　　 液晶及び太陽電池製造装置などの装置組立事業

（2) 投資予算

　　　 160百万円

 (3) 開始時期

　　　 着　　工：平成19年10月

　　　 事業開始：平成20年２月

１．当社は、借入等による資金調達を前提条件とした熊本

事業所の第2組立工場新設（460百万円）を想定してお

り、当該設備投資に関する取締役会決議は未了ですが、平

成20年9月26日の取締役会において、当該建設工事の工期

短縮のため責任限度額100百万円の範囲内での工事着手

の内示を建設業者に行うことを決議し、平成20年9月29日

に実行しております。

２．平成19年11月７日開催の取締役会において次のとお

り株式分割を決議いたしました。

(1) 分割の方法

　平成19年11月30日(金曜日)最終の株主名簿に記載さ

れた株主に対し、その所有株式数１株につき2株の割

合をもって分割する。

(2) 分割により増加する株式の種類および数

　　普通株式　9,248株

(3) 株式分割の日

　　平成19年12月1日

　当該株式の分割が当期首において行われたと仮定した

場合の第20期における１株当たり情報は、以下のとおり

となります。

１株当たり純資産額　　　　　　　　　71,083円99銭

１株当たり当期純利益　  　　　　　 　4,196円81銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 　3,980円13銭

２．平成20年11月19日開催の取締役会決議に基づき、下記

のとおり借入による資金調達を実行しました。

(1) 資金使途

　　熊本事業所加工工場増設資金

(2) 実施時期、返済期限

　　実施時期　平成20年11月21日

　　返済期限　平成30年10月31日

(3) 借入先、借入金額、借入条件

　　借入先　株式会社鹿児島銀行

　　借入金額　380百万円

　　利率　短期プライムレート連動基準金利－0.675％

　　返済条件　元金均等、毎月分割返済

(4) 担保提供資産

　　熊本事業所の機械装置の一部
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⑤【附属明細表】

【有価証券明細表】

　該当事項はありません。

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末
残高（千円）

有形固定資産        

建物 389,366 355,899 ― 745,265 75,925 33,352 669,339

構築物 27,822 35,814 3,996 59,640 14,947 8,524 44,692

機械及び装置 1,001,852 916,340 ― 1,918,193 600,554 249,196 1,317,639

車両運搬具 24,875 9,472 ― 34,348 20,272 8,963 14,075

工具器具及び備品 15,055 12,901 1,712 26,243 12,585 6,015 13,658

土地 369,507 117,777 ― 487,284 ― ― 487,284

建設仮勘定 1,857 786,184 610,735 177,306 ― ― 177,306

有形固定資産計 1,830,335 2,234,390 616,445 3,448,281 724,284 306,051 2,723,996

無形固定資産        

ソフトウエア 16,670 10,118 ― 26,788 11,370 3,825 15,418

ソフトウエア仮勘定 956 ― 956 ― ― ― ―

水道施設利用権 ― 280 ― 280 9 9 270

 　  無形固定資産計 17,627 10,398 956 27,068 11,379 3,834 15,688

　（注）　当期増加額及び当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。

　　建物の増加・・・・・・・・・本社第4工場の建設費 　　　　137,526千円

　　　　　　　　　　　　　　　　熊本事業所組立工場の建設費　138,468千円

　　　　　　　　　　　　　　　　関東事業所の購入費   　　　　77,148千円　

　　機械及び装置の増加・・・・・マシニングセンタ　　　　　  789,071千円

　　土地の増加・・・・・・・・・関東事業所の土地　　 　　 　117,777千円

　　建設仮勘定の増加・・・・・・本社第4工場の建物　　　　　 137,526千円

                                熊本事業所の建物          　138,468千円

                                関東事業所の建物　　 　　　　14,628千円

                                本社第4工場の構築物　　  　　28,814千円

 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　　本社の機械及び装置　　　　  210,637千円　　

 　 　                          関東事業所の機械及び装置    157,520千円 

                                本社の工具器具及び備品        5,445千円

    建設仮勘定の減少・・・・・・本社第4工場の建物　　　　　 137,526千円

                                熊本事業所の建物　　　　　　138,468千円

                                関東事業所の建物　　　　　　 14,628千円　　

　　　　　　　　　　　　　　　　本社第4工場の構築物　　　　　28,814千円

　　　　　　　　　　　　　　　　熊本事業所の構築物            7,000千円

　　　　　　　　　　　　　　　　本社の機械及び装置         　78,272千円　　　

             　　　　　   　　　関東事業所の機械及び装置    157,520千円                   

　　　　　　　　　　　　　　　　本社の工具器具及び備品        5,445千円

　

 

【社債明細表】

　該当事項はありません。
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【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 － 200,000 1.87 －

１年以内に返済予定の長期借入金 147,856 319,216 1.35 －

１年以内に返済予定のリース債務 － － － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 679,768 1,795,102 1.35 平成21年～平成30年

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） － － － －

その他の有利子負債 － － － －

計 827,624 2,314,318 －　 －

　（注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の貸借対照表日後５年間の返済予定額は以下のとおりで

あります。

　
１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

長期借入金 296,616 260,462 249,656 235,336

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 201 364 ― 201 364

賞与引当金 1,382 6,000 1,382 ― 6,000

受注損失引当金 10,000 32,000 10,000 ― 32,000

　（注）　貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、洗替処理額であります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 586

預金  

　普通預金 286,250

外貨預金 55,634

小計 341,884

合計 342,471

②　受取手形

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（千円）

ワイエイシイ（株） 125,670

（株）東京カソード研究所 52,918

（有）ダイテックス 36,048

（株）ミラプロ 23,887

日本発条（株） 12,728

その他 25,550

合計 276,802

(ロ）期日別内訳

期日別 金額（千円）

平成20年８月 30,375

９月 57,132

10月 66,466

11月 46,862

12月 74,810

 1月　　　　　 1,155

合計 276,802

③　売掛金

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（千円）

（有）ダイテックス 103,138

芝浦メカトロニクス（株） 50,353

東京エレクトロンＡＴ（株） 38,515

日本発条（株） 21,002

ワイエイシイ（株） 11,698

その他 65,591

合計 290,299
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(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

次期繰越高
（千円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
366

102,811 1,229,112 1,041,624 290,299 78.2 58.5

　（注）　当期発生高には消費税等が含まれております。

④　製品

品目 金額（千円）

液晶製造装置関連部品 12,323

半導体製造装置関連部品 31

太陽電池製造装置関連部品 733

その他 676

合計 13,764

⑤　原材料

品目 金額（千円）

液晶製造装置関連部品 870

太陽電池製造装置関連部品 971

合計 1,841

⑥　仕掛品

品目 金額（千円）

液晶製造装置関連部品 103,843

半導体製造装置関連部品 9,209

太陽電池製造装置関連部品 301,613

その他 4,717

合計 419,384

⑦　未着品

品目 金額（千円）

太陽電池製造装置関連部品　 25,720

合計 25,720

⑧　支払手形

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（千円）

アルバック九州（株） 18,638

白銅（株） 15,100
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相手先 金額（千円）

合計 33,738

(ロ）期日別内訳

期日別 金額（千円）

平成20年９月 10,898

10月 8,101

11月 7,349

12月 7,388

合計 33,738

⑧　買掛金

相手先 金額（千円）

AKT America,Inc. 172,632

エーケーティー（株） 52,377

Festo Ｃorporation 8,938

Ｍanufacturing & Ｅngineering Excellence（ＥＭ2） 5,883

（有）ファクトリーヒロ 5,491

その他 69,790

合計 315,115

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ９月１日から８月31日まで

定時株主総会 11月中

基準日 ８月31日

株券の種類 １株券、10株券、100株券

剰余金の配当の基準日 ２月末日、８月31日

１単元の株式数 －株

株式の名義書換え 　

取扱場所
福岡市中央区天神二丁目14番２号

日本証券代行株式会社　福岡支店

株主名簿管理人
東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番４号

日本証券代行株式会社

取次所 日本証券代行株式会社　本支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 無料

端株の買取り 　

取扱場所 －

株主名簿管理人 －

取次所 －

買取手数料 －

公告掲載方法

電子公告の方法により行います。

ただし、電子公告によることができない事故その他やむを得ない事由が生

じたときには、日本経済新聞に掲載して行います。

なお、電子公告は当社ホームページに掲載しており、そのアドレスは以下の

とおりです。

http://www.marumae.com/

株主に対する特典 該当事項はありません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(１）有価証券報告書及びその添付書類

事業年度（第20期）（自　平成18年９月１日　至　平成19年８月31日）平成19年11月26日九州財務局長に提出。

(２）有価証券報告書の訂正報告書

平成20年５月16日九州財務局長に提出。

事業年度（第20期）（自　平成18年９月１日　至　平成19年８月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であ

ります。

（３）半期報告書

（第21期中）（自　平成19年９月１日　至　平成20年２月29日）平成20年５月21日九州財務局長に提出。

（４）半期報告書の訂正報告書

平成20年６月11日九州財務局長に提出。

（第20期中）（自　平成18年９月１日　至　平成19年２月28日）の半期報告書に係る訂正報告書であります。

平成20年６月11日九州財務局長に提出。

（第21期中）（自　平成19年９月１日　至　平成20年２月29日）の半期報告書に係る訂正報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書 

 平成19年11月25日

株式会社マルマエ  

 取締役会　御中  

 三優監査法人  

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 杉田　純　　　印

 業務執行社員 公認会計士 吉川　秀嗣　　印

　当監査法人は、旧証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社

マルマエの平成18年９月１日から平成19年８月31日までの第20期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、

株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社マル

マエの平成19年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報

１．重要な会計方針２．に記載のとおり、会社は当期より、法人税法の改正に伴い、平成19年４月１日以降取得の有形固定

資産については、改正法人税法に規定する償却方法により減価償却費を計上している。

２．会計処理方法の変更に記載のとおり、会社は従来、販売費及び一般管理費として処理していた製品にかかる荷造運賃を

当期より売上原価に計上している。

３．重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成19年９月３日の取締役会において新たな事業である液晶および太陽電池

製造装置の「装置組立事業」を開始する旨を決議している。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（※）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。
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 独立監査人の監査報告書 

 平成20年11月22日

株式会社マルマエ  

 取締役会　御中  

 三優監査法人  

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 杉田　純　　　印

 業務執行社員 公認会計士 吉川　秀嗣　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社マルマエの平成19年９月１日から平成20年８月31日までの第21期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社マル

マエの平成20年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報

１．重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成20年９月26日の取締役会決議に基づき、平成20年９月29日に建設業者に対

して熊本事業所の第２組立工場の工事着手の内示を行っている。

２．重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成20年11月19日の取締役会決議に基づき、借入による資金調達を実施してい

る。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（※）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。
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